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活躍する公認会計士



このたび、SDGsをテーマに、さまざまな分野で活躍するこのたび、SDGsをテーマに、さまざまな分野で活躍する
全国各地の公認会計士を特集した『会計・監査ジャーナル』全国各地の公認会計士を特集した『会計・監査ジャーナル』
別冊を発刊いたしました。
2015年に開催された国際連合の「持続可能な開発サ

ミット」において、「持続可能な開発に向けた2030アジェ
ンダ」が採択され、2030年を期限とする「持続可能な開発
目標（SDGs）」が掲げられました。それを契機として、国内
外で多くの団体や企業などによるSDGsの達成に向けた取
組が急速に広がっています。日本に目を向けると、加速す
る人口減少、高齢化の進展、地域の過疎化といった、日本の
持続可能な社会・経済の維持を脅かす重大な課題を抱えて
おり、政府も国策として課題解決に取り組んでいます。
このような環境下において、日本公認会計士協会は、持
続可能な社会の構築に積極的に貢献していきたいと考え、
「持続可能な社会構築における協会の課題・取組検討委
員会」を設置しました。同委員会では、SDGsに掲げられ
た目標や日本における社会的課題を理解した上で、会計・
監査の専門家である公認会計士とその職業団体である当
協会が、どのように社会と関わり、持続可能な社会の構築
に貢献できるのか検討を続けています。昨年７月からは、
SDGs担当の常務理事を配置して、当協会や会員である公
認会計士によるSDGsに対する取組をより一層強化してい
ます。

近年、公認会計士が果たす役割に対する社会のニーズは
拡大しています。本特集号では、財務諸表監査以外の分野
で、社会からの期待に応えるために頑張っている公認会計
士が全国にいることをぜひ知っていただきたいという思い
から、自治体、震災復興、中小企業支援、教育、貧困、気候変
動といった幅広い分野でSDGsの達成に貢献している公認
会計士を紹介しています。読者の皆様には、本特集号を通
じて、全国各地で活躍する公認会計士の存在を知っていた
だくとともに、これまでの公認会計士像とは違った新たな
一面を発見するきっかけとしていただければ幸いです。
また、地域活性化が日本の喫緊の課題となっている状況

において、大都市圏にお住まいの公認会計士の皆様に、さ
まざまな地域において我々公認会計士が活躍できるフィー
ルドがあることを知っていただくことで、地域活性化に貢
献する公認会計士がより増えるきっかけに繋がることを
願っています。
折しも、世界は新型コロナウイルスの感染拡大という未

曽有の危機を経験し、コロナ後の持続的な社会・経済の在
り方を模索しています。当協会も、社会課題の解決と社会
価値の創出に対する公認会計士の貢献の在り方について
検討を継続し、公認会計士の貢献の場をさらに広げていき
たいと考えております。関係各位には、引き続きあたたか
いご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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当協会では、2018年に特別委員会「持続可能な社会構
築における協会の課題・取組検討委員会」を設置し、SDGs
に掲げられた目標や日本における社会的課題を理解した上
で、社会との関わり方や持続可能な社会の構築に貢献する
ための課題及び取組を検討しております。
委員会設置以降、SDGsに取り組むステークホルダーと

の意見交換を行い、いただいたご意見や公認会計士への期
待を踏まえ、社会の課題や将来像を考察し、2019年6月に
は、委員会が考える未来の社会のあるべき姿と当協会及び
公認会計士が目指すべき姿、取組の方向性について中間報
告として取りまとめ、公表いたしました。
中間報告では、さまざまな社会的課題の中から、日本にお

いては特に人口減少や少子高齢化、自然災害、社会インフラ
の老朽化等が持続可能な社会の構築のための重要な課題
であると整理し、委員会が考える未来の社会のあるべき姿
を「人口減少、経済低成長下において、あらゆる社会的な課
題解決のために効率的、効果的にスピード感をもって資源を
投下し、経済発展と社会的課題の解決を両立できる社会」と
しました。そして、幅広い専門知識・業務経験、高い倫理観、
課題抽出・解決力等といった公認会計士の強みを活かして、
この未来の社会のあるべき姿の達成に貢献するために、当

協会及び公認会計士が目指すべき姿を「持続・発展可能な
社会を共に築くプロフェッショナルパートナー」とし、「社会
への発信」、「積極的な交流」、「自らのイノベーション（意識改
革）」の3つに積極的に取り組んでいくことを掲げました。
「社会への発信」、「積極的な交流」への取組として、中間
報告の公表とともに、京都市において関係者を交えたシン
ポジウム「SDGs先進都市京都で考える～持続可能な社会
構築と専門家の役割」を開催いたしました。この模様は『会
計・監査ジャーナル』2019年9月号に掲載しておりますの
で、ぜひご興味のある方はご覧ください。
当協会では、SDGsに関連する活動として、気候変動へ

の対応、会計基礎教育、「ハロー！会計」、途上国支援、災害
募金活動等を従来から行っており、また、『会計・監査ジャー
ナル』においてはSDGs関連記事を連載しております。本
特集号が「さまざまな地域、分野で活躍する公認会計士」
が多く存在することを社会に発信するとともに、公認会計
士自らの働き方を含めた意識改革のきっかけになればと
思っております。また、本特集号をきっかけに、今後も内外
のさまざまな方々との対話を深めていき、より具体的で効
果的な取組を実施し、目指すべき姿に近づけるよう取組を
推進してまいります。
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未来の社会のあるべき姿と公認会計士が目指すべき姿
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と出会い、世界では公認会計士は監査だけ
ではなくあらゆる分野で活躍していると知
り、公認会計士試験の受験を決意しました。
試験合格後、監査法人にて監査業務を中心
とした経験を積んだ後、1年ほど川北博先
生の個人事務所にお世話になり、2002年
に米子に個人事務所を開業しました。
　個人事務所での業務をこなすとともに、
自らの専門性を活かし地域貢献をしたい
との思いから、米子商工会議所の青年部に
所属し、人が集まり盛り上がる街にするた
めにさまざまな活動を行っておりました。
　その活動の中で、米子駅南北自由通路等
整備事業を起点とした街づくりの取組が
きっかけとなり、市長選へ立候補しました。

会計・監査の経験を
活かした地方行政

公認会計士が市長に

　高校生の頃に、将来、地元で独立できる
仕事がないか探す中で、公認会計士という
資格が目に留まりました。その後、大学で
元日本公認会計士協会会長の川北博先生

監査法人、個人事務所に勤務後、2002年に米子で
開業。商工会議所青年部の活動をきっかけに米子市
長選挙に立候補し、見事に当選。米子市長として１期
４年目をむかえる。
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市政に活かされている経験

　地方自治体の共通した悩みとして財政
の厳しさがあります。市民の皆様からは財
政の健全化に向けた取組が求められます
が、財政面のみならず、政策面でもしっか
りとイニシアチブを持って進めていかな
くてはいけません。
　当然のことながら、政策は全て予算の裏
付けを持って実行されるものです。経済
性(Economy)、効率性(Effi  ciency)、有
効性(Effectiveness)の3Eを常に念頭に
置き、政策の効果をしっかりと検証するよ
うにしています。こういった考え方は公認
会計士だからこそできると感じています。
　また、公認会計士として業務を遂行する
中で培った独立性を含めた倫理観も活か
されていると思います。公認会計士は、ク
ライアントから報酬を受けながら、クライ
アントに対して公平な立場で判断し意見
をするという仕事であり、第三者的な視点
でさまざまなバランスを考慮して判断を
する習慣が身に付いています。
　市長は行政の長として、公平に政策を
遂行する必要があり、また、その政策は説
明可能な政策でなければなりません。ア
カウンタビリティが求められるという点で
も、公認会計士の力が発揮されていると思
います。

公認会計士の持つ資質と
行政機関への貢献

　まず、能力の観点から、公認会計士とし
て培った財務や会計の専門性が発揮でき
ると思います。具体的には、各自治体には
経済政策を司る部門がありますので、財務
に係る知見を活かすことができます。ま
た、地方自治体や公営企業では複式簿記
の導入が進められていますので、複式簿記
による決算や予算作りといった場面では、

会計に係る知見を活かすことができます。
　先ほどお伝えした独立性などの倫理観
も重要です。行政機関は利益追求ではな
く、市民のことを念頭に置き、費用対効果
と効率性のバランスを重視して活動して
いきます。倫理観に裏打ちされた高度な
バランス感覚を有する公認会計士の方々
にとても向いている仕事であると感じて
います。
　そして、分野の観点では、公認会計士は
行政のあらゆる分野で活躍できると思い
ます。経済分野のみならず、環境、福祉の
分野における政策には常に、3Eの視点が
求められます。
　米子市でも複式簿記を導入しています。
複式簿記による決算では、貸借対照表や
損益計算書といったレポートがアウトプ
ットされますが、これを正しく読み取れる
方が少ない状況にあります。日本全国の
あらゆる分野を見渡しても、会計の素養を
備えた方が、まだ少ないという状況です。
　つまり、財務諸表の作成者側だけではな
く、利用者側が会計の素養を備えることが
重要であり、そういった点からも公認会計
士の活躍の場は広いといえます。
　日本公認会計士協会も、会計リテラシー
の普及に尽力されていますので、その取組
をより一層進めていただき、会計という合
理的で素晴らしい考え方を一人でも多くの
人々に伝えていただきたいと思います。

米子市役所外観

さまざまな地域、分野で活躍する公認会計士 5
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「米子市まちづくりビジョン」は、このよう
な考えを踏まえて、米子地域において経
済と人口の規模をしっかりと維持してい
くために必要な政策を織り込んだ内容に
なっています。
　この政策の中で、経済の発展という点で
特に重要であると考えているのが、市内の
農産物や特産品等を、生産者や関係団体
とともに市外の地域へ売り込んでいく「地
産外商」の取組です。市外のマーケットに
地域の企業が進出していくことができる
ようにしっかりとサポートしていきたいと
思います。
　また、数値目標を可視化し、市民の皆様
の理解を促進するように努めています。
政策は、多くの市民の皆様の賛同を得なが
ら進めていく必要がありますので、数値目
標を設定できるものについてはしっかり
と掲げた上で、その達成を目指すようにし
ています。
　掲げた項目は、全て年度計画に落とし込
み、四半期でフォローする体制を構築して
います。四半期ごとにPDCAサイクルを
回している感じです。年度でフォローする
という考え方もありますが、目標達成に当
たっては計画に遅れが出始めたタイミン
グで臨機応変に対応する必要があります
ので、四半期の短い期間でフォローするよ
うにしています。

環境エネルギー分野の取組

　環境面に配慮し、太陽光発電などの取
組が全国的になされていますが、米子市で
は、環境面のみならず経済面でも地域に
利益をもたらすことができるような取組
を進めています。
　例えば、クリーンセンターというごみ焼
却場で発生したエネルギーで発電を行い、
その電力を米子市が出資する企業で買い
取り、他の地域の電力会社に売電するので

持続可能な社会構築に
向けた地方行政の役割

環境と経済のバランスを

　市町村のような基礎的自治体は、税、戸
籍、生活保護など市民生活に関連したあ
らゆる分野に根差した活動が求められま
す。財政の健全性を維持しつつ、住民福祉
の充実を追及し、市民へのサービスを継続
していく必要がありますが、そのためには、
一方で経済的発展を図り、しっかり税収の
上がる街にして財源を確保することが必
要不可欠です。「経済と福祉は政策の両
輪」という言い方をいつもしています。
　また、経済発展と環境保護のバランス
も重要です。「環境だけ」の政策では持続
可能となりません。政策の実現性を担保
する財源を生み出す経済政策と両立させ
ることで初めて持続可能な政策となりま
す。太陽光発電を推進して環境を守った
つもりも市民の経済的負担が上がり続け
れば、自ずと政策の限界が見えてきます。
つまり、地域の環境と経済的発展のバラン
スを取りながら、持続可能な発展を目指す
ことが求められていると思います。

「米子市まちづくりビジョン」

　「米子がいな創生総合戦略」の計画期間
が令和元年度をもって終了したため、令和
２年度から、「 米子市まちづくりビジョ
ン」という新たな総合計画をスタートいた
しました。
　米子市の人口減少対策、少子化対策を
目的とした「米子がいな創生総合戦略」は、
一定の成果を出すことができたと評価し
ています。
　しかし、本格的に日本全国における人口
の減少が進む中で、さらに踏み込んだ施策
を進めていく必要があると考えています。
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米子市まちづくり
ビジョン

「まち・ひと・しごと創生法」に基づ
き、令和２年度からの新たな計画と
して策定しました。人口の2040
年問題への対応等の諸問題に迅
速かつ柔軟に対応しながら、「住ん
で楽しいまちよなご」を実現します。
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はなく、直接、小売りを行うようにしてい
ます。これにより、地域にしっかりと利益
を生み出すことができるのです。
　また、「米子市まちづくりビジョン」では、
下水道の汚泥から発生するガスから発電
を行い、その電力を売却するといった取組
をスタートさせる予定です。
　こういった取組は、環境だけではなく地
域の利益も考慮している点で、資源エネル
ギー庁から 高く評価されております。

米子市への思い

　米子市は、大山（だいせん）、日本海、そ
して中海という湖に囲まれた自然豊かな
場所です。その地形を利用したアウトドア
スポーツが盛んで、最近ではサイクリング
の専用コースもできました。
　また、 皆生温泉という温泉地があり、
楽しく過ごせるレジャー施設も多くござ
います。皆様、ぜひ、お越しいただければ
と思います。
　一方で、道路や鉄道などのインフラが十
分に整っていない点は課題として挙げら
れます。この点については、しっかりと国
に対して要望を出して、必要なインフラを
整えていきたいと考えています。
　地方創生は、地域の努力と国の努力の
双方が一体となって成り立つと考えてい
ます。道路やインフラ以外にもさまざまな
課題がありますが、国ともしっかりと連携
し、効率的かつ効果的な施策を打ち出して
いけるように努力したいと思っています。
　また、地域の持続可能な社会の構築と
いう観点からは、例えば、環境面だけに特
化することなく、経済面とのバランスを取
りながら施策を進めていくことがとても
重要であると考えています。公認会計士
としての経験を活かして、地域の持続可能
な発展を目指していきます。

地方創生に向けた
公認会計士への期待

活躍フィールドは拡大

　私自身、28歳の頃、米子に仕事があるの
か不安を抱きつつ帰ってきましたが、地方
には、公認会計士に対してさまざまなニー
ズがあることを実感しました。公認会計
士の専門分野はもちろんのこと、その他の
分野においても、公認会計士が活躍できる
フィールドは広がっています。愛する郷土
がございましたら、勇気を持って戻り、地
域での仕事に公認会計士の専門性を活か
してほしいと思います。もちろん、Iターン
も歓迎です。地域社会を一緒に盛り上げ
ていく仲間が一人でも多く増えることを
願っています。

米子市長として大変お忙しい公務の時間を割いてインタビューにご対応いただきました。市長への

インタビューということで緊張して臨みましたが、わかりやすく丁寧に、さまざまなお考えをお話しい

ただきました。公認会計士は行政機関でも幅広く活躍することができ、地方創生にも活躍が期待

されていると改めて感じました。インタビューにも出てきましたが、米子市には有名な皆生温泉が

あり、また、大山、日本海、そして中海という湖に囲まれた自然豊かで風光明媚な地です。ぜひ、

皆様も一度、訪問してみてはいかがでしょうか。

インタビューを終えて

白浜青松の弓ヶ浜サイクリングコースから望む大山

皆生温泉（©皆生温泉旅館組合）

高く評価

皆生温泉

こういった取組は、環境省からも
評価されており、米子市とローカ
ルエナジー株式会社(米子市と地
元企業が官民連携で出資して設立
した自治体新電力会社)が、第７回
環境省グッドライフアワードにおい
て、「環境大臣賞自治体部門」賞
を受賞しました。

1900年に皆生海岸の浅瀬に湧き
出す熱湯を漁師が発見したのが始
まりです。その後、開発が進めら
れ、1921年に皆生温泉がスタート
しました。2021年に、「皆生温泉
開発100周年」を迎えることとな
り、米子市でもそれを記念したロ
ゴマークを製作しました。

さまざまな地域、分野で活躍する公認会計士 7



プレミアム・ナイトトレッキングの１コマ

熊本地震からの
復興支援の取組
企業経営を通じた災害復興支援

熊本地震で特に被害の大きかった南
阿蘇の復興支援を行いました。初めは南
阿蘇の事業者68社（最終的に約120社）に
対して、「中小企業等グループ施設等復旧

整備補助事業（通称：グループ補助金）」の
申請支援を行い、その後、阿蘇地域の交流
人口を増加させるための復興イベントで
ある「The Day Project Meeting」の
企画・運営支援などを行いました。
　また、南阿蘇に関わる40代以下の若者
で「つなぐ、つながる南阿蘇未来会議」を
結成し、南阿蘇の魅力とは何か、南阿蘇に
しかできない「ぶっちぎりの商品」とは何
か、お客様に届けるための仕組みは何かな
ど1年にわたり真剣に話し合いました。こ
の活動を通して、美しい星空と千年の草原
と阿蘇の火山という資源を同時に持つ阿
蘇でしか体験できない商品「プレミアム・
ナイトトレッキング」を開発したり、旅行
者目線を取り入れた「観光商品販売所」の
開設（期間限定オープン）など、異なる経
験を持つ者同士の協働と熱量が大きな成
果を出すことを改めて認識しました。
　しかし、その一方で、復興支援という後
方支援だけでは限界を感じるようになり
ました。また、災害が発生した当初は支援
者の数も多かったのですが、時が経つにつ
れてその数は減っていく傾向にありまし
た。そのため、支援が一時的なものとなら
ないように、スポットで支援をするだけで
はなく、長期的なスパンで復興に携わって

事業会社勤務後、公認会計士試験にチャレンジ。試
験合格後、監査法人にて監査業務に従事。監査法
人時代から復興支援に従事し、独立開業後、震災か
らの南阿蘇の復興に精力的に携わっている。

山
や ま

下
し た

昌
ま さ

也
や

熊本地震からの
復興支援の取組
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天空の草原ツアーの１コマ 熊本の観光地での１枚

いく必要があると考えました。そこで、「つ
なぐ、つながる南阿蘇未来会議」の中核メ
ンバー14名とともに、株式会社REASO
（リアソ）を設立しました。

南阿蘇の観光資源の創出

　株式会社REASOでは、南阿蘇の魅力
的な観光資源である星空、火山、草原を
テーマとした「星と火山と草原と」という
商品ブランドを立ち上げ、これらを楽しむ
ことができる観光商品やサービスを企画・
運営しています。「プレミアム・ナイトトレ
ッキング」の他、インバウンド向けの商品
である「Life with Volcanoツアー～阿
蘇で火山とともに生きる人々が営む千年
の物語～」や、阿蘇の草原を満喫できる「天
空の草原ツアー」などを販売し、南阿蘇の
魅力をたくさんの人たちに届けています。
また、商品の一つである「夜の山散歩」で
は、普段は誰も入ることのできない夜の大
草原に、昨年は約1,200人の方にお越しい
ただくなど、一定の賑わいを創出できまし
た。
　とはいえ、まだまだ設立間もない小さな
会社で、マーケティングなど今後の課題も
たくさんありますが、地域で新たな繋がり
を生み、阿蘇観光を牽引するような会社に

成長させていきたいと思っています。

キャリアと経験、課題
結婚を機に妻の地元である熊本に

　大学卒業後に損害保険会社に６年ほど
勤務していました。その時に妻が司法試
験に合格したこともあり、私も何か手に職
をつけたいと思い、資格試験の受験を志す
ようになりました。大学では法律を学んで
いたため、司法試験にも興味があったので
すが、それまで勤めていた企業で取引先企
業の決算書類をもとに提案する機会があ
り、漠然とではありますが、会計や経営に
興味を惹かれて、公認会計士試験の受験
を目指すこととしました。
　公認会計士試験合格後、大手監査法人
の熊本事務所に入所し、主に金融機関や
ベンチャー企業などの監査業務を担当す
るとともに、コンサルティング業務やアド
バイザリー業務など幅広い業務に関与す
る機会をいただきました。

熊本地震
2016年（平成28年）4月14日以降
に熊本県と大分県で相次いで発
生した地震。震度7や6強の地震
が立て続けに発生しました。

さまざまな地域、分野で活躍する公認会計士 9
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　私は福岡県出身で、妻との結婚を機に
妻の生まれ育った熊本に住むこととなり
ましたので、熊本という地域にそれほど愛
着を感じることはありませんでしたが、熊
本地震が発生した際、地域の方々との助け
合いを通じて、熊本の皆さんの温かさを感
じ、熊本が第二の故郷のように思えるよう
になりました。
　ちょうどこのタイミングで、所属してい
た監査法人で、熊本地震の復興支援に携
わるメンバーを募集しており、熊本に貢献
できる活動をしたいと思い、応募したのが
復興支援活動の始まりです。

得た情報を総合的に適切に判断

　監査業務では、監査先企業のさまざまな
部署の方々にヒアリングを行い、そこから
得た情報を総合的に判断して、適切な判断
を導き出していきます。南阿蘇での復興
支援においても、地域の約120社の意見を
聞き、各社の意見を公正な立場から調整し
て、計画として取りまとめる必要がありま
したので、まさに公認会計士としての経験
が活かされたと思います。さまざまな関係
者の話をしっかりと聞き、第三者的な視点
で課題を整理し、問題解決のプロセスに
落とし込んでいくことができるのは、公認
会計士ならではであると感じています。
　また、公認会計士特有の倫理観や独立
性の高さも活かされていると思います。
公認会計士は、監査業務を通じて高い倫
理観や独立性を身に付けており、相手の
立場を尊重しつつも、問題があると考えれ
ば、理由を説明した上で指摘します。こう
いった姿勢が、復興支援の場においても、
信頼に繋がったのではないかと感じてい
ます。

地道に南阿蘇ファンを増やそう

　南阿蘇は観光資源が豊富で実際に訪れ

た観光客の評判も非常に高かったため、当
初は、それほど苦労せずに集客できると考
えていましたが、現実はそこまで甘くはあ
りませんでした。
　特に問題であったのが、マーケティング
の部分です。売上を大きく伸ばすために
は、大規模な広告宣伝を実施する必要が
あります。しかし、潤沢な資金を有してい
るわけではなく、そういったことは難しい
という実情がありました。
　現在は、安価にさまざまな方に情報発
信できるSNSを利用して集客を図るよう
にしており、私も毎週ブログ記事をアップ
ロードしています。まずは、地道に南阿蘇
のファンを増やしていくことを念頭に置
き、マーケティングを進めていくようにし
ています。
　熊本地震で崩落した阿蘇大橋は来年に
は復旧する予定ですし、国道やトンネル、
鉄道の整備も進んでいます。阿蘇地域の
インフラが整い、多くの皆様を受け入れる
ことができるようになってからが勝負で
あると考えています。それまでにさまざま
な手段で南阿蘇の魅力を多くの方に知っ
ていただけるようにしたいと思っています。

地域貢献に興味のある方へ
都市部のみが

成長のフィールドではない

　公認会計士の皆様は向上心が高く、自
身の成長という観点で都市部での仕事を
選択されている方も多くいらっしゃると
思いますが、都市部のみが成長のためのフ
ィールドではないと思います。
　都市部では、既に構築された枠組みの
中で、いかに業務を効率化させていくかが
大事ですが、都市部以外の地域では、確立
された枠組みがないことが多く、自分で一
から枠組みを構築しそれを効果的に運用
するという仕事が多いため、公認会計士

地
域
貢
献
に
興
味
の
あ
る
方
は
ぜ
ひ
地
域
で
の

活
動
も
視
野
に
入
れ
て
い
た
だ
け
る
と
嬉
し
い
で
す
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SDGsへの公認会計士の貢献

としての知見を活かし成長することがで
きると思います。
　私は監査法人に11年間勤務した後、独
立開業しました。それと同時に、「３つの物
語株式会社」という会社を設立しました。
この会社では、単なるアドバイザリー業務
の提供に留まらず、「経営チーム創造業」と
銘打ち、「課題と対峙し、想いに伴走し、経
営を変革する」というミッションの下、地
域企業の経営者に寄り添う形で支援をし
ております。そのため、自分自身でできる
範囲を考慮し、伴走先企業を５社に限定し
て、各社への関与を強めるようにしていま
す。
　大企業では中期経営計画の策定や3C
分析などのマーケティングは当然のよう
に実施されていますが、公認会計士は監査
を通じて、これらを実施することの重要性
や目的の他、その手法も理解しています。
そのため、地域の企業の支援に際して、こ
れらを実施することの必要性を伝え、その
策定や分析を積極的にお手伝いすること
ができると思います。
　また、地域では公認会計士同士の繋が

りがとても深いように思います。私が独立
した際、さまざまな方から「必要だったら
仕事を紹介するよ」などと声をかけていた
だきました。現在も業務の進め方などで
相談させていただいていますが、公平性や
独立性の高い公認会計士らしく、利己的で
はない中立的な立場で的確なご意見をい
ただけるので、とても助かっています。こ
のような業界の懐の深さが私の心の支え
となっています。
　多くの地域では公認会計士の知見は必
要とされていますし、実際にそれを十分に
活かして活躍できる場があります。地域
貢献に興味のある方はぜひ地域での活動
も視野に入れていただけると嬉しいです。

インタビューを山下さんが復興に取り組まれている南阿蘇村で実施し、山下さんが復興に取り組

まれた南阿蘇のさまざまな観光地を巡りながら、その実体験をお話しいただきました。山下さん

ご本人だけではなく、山下さんが再建を支援したレストランのオーナーから直接お話をお伺いする

貴重な機会に恵まれ、山下さんの南阿蘇村への貢献をより深く理解できました。南阿蘇村は自

然がとても豊かな素晴らしい観光地です。本誌をご覧になった皆様も、ぜひ訪れていただければ

と思います。

山下さんが復興支援を行い、再建にこぎ着けたレストラン

のオーナー増田さんにお話をお伺いしました。増田さんは、

「山下さんが公認会計士の視点で課題を見つけ、さまざまな視
点でその解決に尽力してくれたことが大きかった」と言います。

　公認会計士に対しては、会計や税務の業務が中心というイ

メージを持っていたそうですが、山下さんの仕事ぶりを見て、

「これまでのイメージと全く違いました。私のような個人のレス

トラン業や観光業など幅広くさまざまな業態の企業を支援いた

だけたことに驚きました。山下さんの尽力により南阿蘇全体に

多くの仕事が創出され、活気が戻ったことに感謝しています。」

と話してくれました。

インタビューを終えて

山下さんが復興支援したレストラン
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震災復興支援に
携わるきっかけ

震災への苦い記憶

　もともと数学が好きで、数字に関連した
資格に興味があったこと、また、学生時代
に自分の将来を考えていたタイミングで、
両親から公認会計士試験の受験を勧めら
れたことがきっかけで公認会計士を目指
すようになりました。
　公認会計士試験合格後、監査法人に就
職し、最初の10年は監査業務が中心でし
た。その後はM＆Aや事業再生の業務に
携わっています。
　私には 阪神淡路大震災の時の苦い記
憶があります。当時は既に公認会計士と
して働いていたのですが、その時は完全に
他人事だったのです。その数年後、神戸を
訪れた際に桜並木を見て、そこが被災地で
あったことを思い出しました。この時、自
分がこれまで被災地に見向きもせずに生
活してきたことに、反省の念を覚えたので
す。この先、同じような事態に遭遇した時、
何も行動をしなかったら、一生後悔するこ
とになると思い、東日本大震災の被災地の

復興を支援することにしました。
　テレビで通じて 東日本大震災の津波
の映像を見て、街も産業も跡形もなくなっ
てしまうのではないかという強い危機感
を覚えました。医師や弁護士は個人向け
の仕事を通じて災害時に被災地に貢献で
きると思いますが、我々公認会計士が災害
時にお手伝いできることはほとんどあり
ません。
　しかし、街や産業の復興支援という観点
であれば、我々にも何か支援できるのでは
ないかと思い、いても立ってもいられなく
なり、震災が発生した年の5月に被災地を
訪問しました。街が大打撃を受けている
実情を目の当たりにして、我々公認会計士
が立ち上がらなくてはいけないと決意し、
最初の1年間は個人的に被災地を訪れ、手
探りで支援を開始しました。

経営者の育成に力を

　東日本大震災の復興支援活動を2011
年に個人でスタートし、2012年から監査
法人内に復興支援室が設置され組織とし
て取り組むようになりました。復興支援室
が立ち上がった後も復興支援に向けて具
体的、かつ、効果的なアイデアはなく、暗
中模索の状態で活動をしていました。例
えば、二重ローンの課題解決支援や税務
関係の研修会の開催など、手当たり次第に
できることを行っていきましたが、根本的
な課題解決には繋がりませんでした。
　そのような中、復興支援のために誰を支
援することが効果的であるか議論を重ね、
東北未来創造イニシアティブが主催した
三陸の経営者育成をする人材育成道場（以
下「セミナー」といいます。）に参画したこ
とをきっかけに、数年後には経営者の育成
に力を注ぐことにしました。しっかりとし
た経営者が育ち、企業の規模が拡大する
ことで、そこに大きな雇用が生まれます。

森
も り

川
か わ

祐
ま さ

亨
み ち

監査法人で復興支援室のメンバーとして、被災企業と
被災地経済の復興・成長に貢献。東日本大震災からの
復興支援において、数多くの経営者のサポートを行う。

東日本大震災からの
復興支援の取組

阪神淡路大震災

東日本大震災

1995年（平成7年）1月17日に発生
した兵庫県南部地震による大災
害。近畿圏の広域（兵庫県を中心
に、大阪府、京都府も）が大きな
被害を受けた。

2011年（平成23年）3月11日に発
生した東北地方太平洋沖地震によ
る災害。大地震と同時に発生した
大津波や火災によって、膨大な死
傷者が発生し、宮城県、福島県、
岩手県の沿岸部が壊滅的な打撃
を受けた。
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気仙沼市経営人材育成塾
の卒塾式での集合写真

セミナーで講師を務めてい
る際の１コマ

我々が経営者に協力し、企業の成長を促
し、現地の産業を再生していくことが復興
の近道になると気が付いたのです。
　そのセミナーの中で、新たな産業を生み
出すという志を持つ経営者と出会い、現在
は、産業創出という観点で、経済的に周囲
に与える影響が大きく、挑戦を継続的にし
ている経営者を中心に支援しています。

本当に必要なものは何なのか

　復興支援に係る一連の活動を通じて重
要であると感じたのは、例えば仕事を取り
に行くといった、自分たちのサービス提供
の視点だけで相手と話をしないというこ
とです。

　我々ができることだけに限定して被災
地に行くと、「そういったことは必要ない」
と言われてしまいます。公認会計士がで
きることだけを相手に話をしても受け入
れていただくことは難しいと感じています。
　入り口のタイミングで、専門的な話をす
るのではなく、被災された方々に本当に必
要なことは何なのかを、現地で困っている
人たちの中に入りこんで一緒に考えてい
くことがとても重要であると思います。
　復興支援を始めとした社会貢献は、
「我々にも力になれることがあるのだ」と
いう気持ちを持つことが大切で、公認会
計士業務の範疇の外の事柄であっても、積
極的に自分たちができることの幅を広げ
ながらチャレンジしていくことが、自分の
キャリアにも良い影響として跳ね返って
くることに繋がると思います。

復興支援活動の持つ意義
夏苺を三陸で

　これまで数多くの経営者育成のセミ
ナーに参画してきましたが、特に印象に残
っているケースをご紹介します。
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　まず、一つ目は海外で成功を収めた事例
です。そのセミナー参加者は、セミナーの
最終発表会で、世界に貢献すると高らかに
宣言していました。随分と大きな夢を持っ
ているなぁと冗談半分に思っていました。
しかし、その後、宣言したことを本当に実現
したのです。その参加者は、インドネシア
の土木事業の大きな課題を解決するため
に、インドネシアでの再生アスファルト事
業にチャレンジし、見事成功を収めました。
　この成功をとても嬉しく思うとともに、
参加者が本気で語ったビジョンを冗談半
分で受け止めていたことを反省していま
す。第三者的な視点に立つと、シビアに物
事を見て判断してしまうことが多いです
が、復興支援というフィールドの中におい
ては、当事者の可能性を信じ実現のための
手助けをしてあげないといけないのだと
いうことを痛感しました。
　そして、二つ目は、 夏苺を三陸で栽培
するという事例です。
　三陸は夏になると「やませ」という、北
東の冷たい湿った風が吹くため冷夏にな
ることが多く、農作物が育ちにくい環境に
あります。その環境下でも、収穫できる可
能性のある苺・トマトの長期栽培手法や
ハウス環境制御技術の研究を復興庁と農
水省の事業で農学博士の研究員と組んで
実施しました。三陸は海が中心の産業が

多く、「三陸で苺なんて栽培できるのか？」
といった疑問の声も多く聞かれました。し
かし、特に難しいといわれる温度のコント
ロール方法の研究を進め、やませの環境を
活かし、夏苺を安定して収穫するための手
法を確立することができました。現在はそ
の手法を活かして、三陸全体での産業化を
目指しており、我々もその支援に取り組ん
でいます。
　少し話が大きくなりますが、志を持つ経
営者を我々が本気で応援していけば、世
界を変えられるのではないかと思ってい
ます。そして、経営者自身も、災害からの
復興といういわゆるマイナスの地点から
であっても、世界を変えるようなチャレン
ジができることに気付きました。現在も、
多くの経営者が果敢に新たなことに挑戦
しており、これまでにない新たな産業を生
み出す可能性のある企業が多く生まれて
きています。

組織として取り組むこと

　今後は、復興支援という枠組みだけでは
なく、社会的に意義のある、SDGsに関連
した事業を展開している経営者も支援し
ていきたいと考えています。
　復興支援を始めた当初の１年は、予算も
全くありませんでしたので、各自がボラン
ティアとして週末に現地に赴き、我々がで
きることが何であるのかを模索していま
した。監査法人の中には、対価の発生しな
いボランティアに注力している姿を冷め
た目で見る方もいらっしゃいましたので、
その中で活動をすることはとても苦しか
ったです。
しかし、監査法人内での復興支援への

理解が広がり、また、各自がバラバラに活
動していたことを集約して取り組んだ方
が効果が大きいことが分かり、2012年に
は予算が付き復興支援室という部門の設

夏苺
「あまおう」や「とちおとめ」といった

苺は、春先に実をつけるもので、
流通期間も限られています。他方
で、夏苺は春以外の季節でも栽培
が可能な品種ですが、国内に流通
しているのは外国産のものが多く、
輸送の影響等により傷が付くなど、
状態が悪い場合が多いです。
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置にも至りました。
　現在では、所属する監査法人のグルー
プ全体として復興支援室の活動を行って
おり、志を同じくする仲間を集め、さらに
支援の規模を大きくしていくように取り
組んでいます。
復興支援に携わることは、携わった者の

自己変革に繋がり、そして、それが巡り巡
って監査法人にも良い影響となりフィー
ドバックされていきます。ですので、監査
法人は復興支援もそうですが、復興支援
に限ることなく社会課題解決のフィール
ドへ積極的に公認会計士を送り出してい
ってほしいと思います。そして、その動き
が業界全体に広がっていくと、日本という
国そのものを良い方向に変革していくこ
とができるのではないかと思います。

復興支援に取り組むポイント

　昨今、復興支援などの社会課題の解決
に向けた取組に興味を持つ方がとても多
くなってきていると思います。一方で、ど
のように取り組んでいけばよいのか悩ま
れている方も多くいらっしゃると思いま
す。社会課題の解決に取り組んでいくた
めのポイントは二つあると思います。
　まず、一つ目は、自分自身で何らかのア
クションを起こすということです。例えば、
自分の所属している組織の上司に社会課
題の解決支援に取り組みたいと申し出て
みるのもよいと思います。自身の携わって
いる業務に直接的に関係しない事柄です
ので、言い出しづらい部分があるかと思い
ますが、災害からの復興支援ということで
あれば、所属する組織もきっと後押しをし
てくれると思います。
　そして二つ目は、自身の出身地域で活動
するということです。公認会計士という資
格を持っていると、特に出身地の産業を担
う方々に知り合いがいると思いますので、

地域と繋がりやすいと思います。例えば、
地元の商工会議所に足を運び、自身の知り
合いなどに「何かお手伝いできることはあ
りませんか」と声をかけていくとよいと思
います。協力を継続する中で、地元が抱え
ているさまざまな社会課題が見えてきま
すので、その課題解決を通じて、本当の意
味で地域の輪の中に入っていくことがで
き、より多くの学びが得られると思います。

若手公認会計士への
メッセージ

社会課題の解決を通じて
社会から学ぶ

　若手の公認会計士の皆さんは、監査法
人で会計や監査を中心とした業務に従事
されていると思いますが、最近の公認会計
士の業務は、分野ごとに細分化されてきて
おり、仕事の幅が狭くなってきていると思
います。
　そのような中で、自身の価値を向上させ
るためには、社会課題の解決を通じて、社
会からも学んでいく必要があります。社会
や地域の課題はさまざまで定型化されて
おりません。その課題解決に取り組んで
いくことで、監査法人での仕事だけでは得
られない経験ができ、自己変革に繋げるこ
とができます。
　自身の視野を、そして、将来の可能性を
広げていくためにも、社会課題解決という
フィールド（例えば、災害支援や地域貢献
など）に積極的に踏み出していっていただ
きたいと思います。

インタビューを実施した森川さんが所属する監査法人では、復興支援の取組の法人内向けのPRビ

デオが流れており、法人をあげて復興支援に取り組んでいることを感じることができました。特に

監査法人という組織の中で復興支援に取り組むことの難しさや取り組んでいくためのアドバイスの

お話が印象的でした。読者の中には復興支援に取り組んでいきたいとお考えの方も多くいらっしゃ

ると思いますので、この記事がその参考になれば幸いです。

インタビューを終えて

社
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事業承継の実態と課題
事業承継コーディネーターとして

　私は、2019年4月から滋賀県事業承
継ネットワークの事業承継コーディネー
ターとして、事業承継に係る支援の仕組
みづくりや広報活動、各構成機関のサポー
ト、親族内・従業員への事業承継に関する
相談対応や事業承継計画の策定支援、専
門家派遣など、事業承継に係るさまざまな
業務に携わっています。
　中小企業者の事業承継の相談先として
真っ先に挙がるのは顧問会計士や税理士
ですが、そういった方々からの紹介だけで
はなく、当ネットワークのウェブサイトや

チラシをご覧になり直接ご連絡いただく
場合や、金融機関や商工団体といった構
成機関を経由して連絡をいただく場合も
多いです。
　滋賀県事業承継ネットワークの構成機
関全体で一昨年は2,764件、直近では約
2,000件程度の事業承継診断を実施して
います。また、これらに関連して当ネット
ワーク事務局へ100件程度の個別の相談
がありました。

事業承継の取組はまったなし

　事業承継への意識は高まってきている
と思いますが、事業承継に向けた全体的な
動きはまだまだ鈍いと思います。
　中小企業庁ウェブサイトよると2016年
6月時点の滋賀県の中小企業数は34,608
社です。複数の要因があると思いますが、
2014年7月時点から△1,912社（△5.2%）
となっています。
　滋賀県の試算では、2025年頃までに
43,000人の雇用と約1,400億円のGDP
が失われるおそれがあるとのことですの
で、さらに危機感を持って取り組んでいく
必要があります。また、事業承継がうまく
いかず、ある企業が廃業した場合、その影
響はその一社だけではなく、取引先の企業
に波及する場合があります。一社の廃業
が取引先数十社の経営難に繋がる可能性
もありますので、SDGsの 掲げる目標と
も一致しますが、「誰も取り残さない」よう
に対応していく必要があります。

内
う つ

海
み

靖
やすし

事業会社就職後、公認会計士試験にチャレンジ。公
認会計士試験合格後、監査法人での勤務を経て、再
び事業会社に勤務。事業会社でのプロジェクトに一
区切りついたタイミングで独立開業。現在は、滋賀県
事業承継ネットワークにて事業承継関係業務に従事

日本の事業承継の
課題解決のために

　中小企業や小規模事業者の経営者の平均年齢は年々

高齢化しており、60歳以上の経営者が全体の７割を占めて

います。仮に事業承継を絶やしてしまうと、2025年までに我が国全体で650万

人の雇用と22兆円のGDPが失われるといわれています。この傾向を止めるため

には、この数年の間に事業を積極的に次世代へ引き継いでいく必要がありま

す。直面する当該課題解決に向けて、中小企業・小規模事業者の経営者へ事

業承継に向けた気付きの機会を提供し、その準備を促すことを目的に、都道府

県単位で、商工会・商工会議所、金融機関等の身近な支援機関から構成される

「事業承継ネットワーク」を構築しています。「事業承継診断」等を通じた「プッ

シュ型」の情報提供を行い、「事業引継ぎ支援センター」やよろず支援拠点等

の各種専門支援機関に繋いで、企業の課題に応じた支援をしています。「事業

引継ぎ支援センター」は、第三者への事業承継（M&A）支援を目的に国が全国

48か所に設置する機関です。  

事 業 の 紹 介

掲げる目標
SDGsは、17のゴール・169のター
ゲットから構成され，地球上の「誰
一人取り残さない（leave no one 
behind）」ことを誓っています。
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化学系事業会社で働い
ていた時代に職場の同
僚と撮影した写真

キャリアと経験
社会的弱者の支援に関心

　学生時代は、特に会計を勉強しておら
ず、大学卒業後、化学系の事業会社に就職
しました。工場の総務に配属され、人事や
研修企画等の業務に従事していたのです
が、自身の将来的なキャリアパスのために、
何かスキルを身に付けなければいけない
と思い、会社を退職して公認会計士試験
の受験を目指すことにしました。会計知識
がゼロからの挑戦でしたので、勉強では苦
労することがありましたが、公認会計士試
験に合格し、監査法人に入所しました。
　監査法人では、監査業務の他、アドバイ
ザリー業務にも従事し、企業の再生支援な
どに携わりました。また、事業承継やM＆A
といった、現在の業務に繋がる業務にも携

わりました。その後、監査法人を退職して、
以前勤めていた 事業会社に再就職し、企
業内のIFRS関係のルール整備や内部統制
制度の再構築に係る業務に従事しました。
　そして、事業会社で従事していたさまざ
まなプロジェクトが一段落ついたタイミン
グで退職して個人事務所を設立し、現在
に至っています。

事業会社に再就職
監査法人や会計事務所等ではな
く、事業会社や行政機関等に勤務
する公認会計士を「組織内会計
士」と呼びます。組織内で活躍す
る公認会計士は年々増加傾向にあ
ります。

事業会社での海外子会
社 管 理 部 門 責 任 者 の
方々との会 議の模 様。
右下の男性が内海さん

さまざまな地域、分野で活躍する公認会計士 17
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　私は、もともと社会的弱者への支援に
興味を持っており、そういった方々へのサ
ポートが何かできないかを考えていた時
に、当ネットワークのお仕事のお話をいた
だきました。地域に貢献したいという思い
ももちろんありましたが、それ以上に社会
で困っている人を助けたいという思いがあ
り、この仕事を引き受けることとしました。
　公認会計士として幅広い業務に携わっ
てきた経験は、当ネットワークの相談者へ
の幅広いアドバイスとして活かされてい
ると感じています。

相談者の立場を尊重し
第三者的な視点で

　公認会計士が具備している独立性や倫
理観は大きな強みであると思います。相
談者は多くの悩みや要望を持っており、他
の士業の方の場合、相談者に肩入れしす
ぎてしまうケースが見受けられます。しか
し、公認会計士は相談者の立場を尊重し
つつ、第三者的な視点で 適切なアドバ
イスができると思います。

　また、会計の専門知識も大きな強みで
す。相談相手の置かれている状況や課題
を決算書等の会計情報から把握すること
ができます。適切なアドバイスに繋がるの
はもちろんのこと、相談者が認識していな
かった課題をお伝えすることで、相談者と
より一層深い信頼関係を構築することが
できます。
　そして、公認会計士という資格のネーム
バリューも強みであると思います。普通で
あればお伝えいただけないような重要な
情報も、公認会計士に対しては相談の中で
お話しいただけることが多くあります。他
方で、公認会計士であるがゆえに求められ
る回答のハードルも上がりますので、日々、
公認会計士としての資質の維持・向上に
努めています。

相談者に寄り添い
課題把握に努める

　この業務を始めて、相談内容が当初想
定していたよりも幅広いことがわかりまし
た。大手企業からの相談の場合は、業種や
規模によってある程度課題が定型化され
ることも多いと思うのですが、中小企業者
からの相談の場合は業種や規模によって
定型化できない課題を抱えており、事業規
模が小規模になるほど、課題が多岐にわた
ります。そのため、当ネットワークの仕事
を引き受けてから、相談者に寄り添い、課
題把握により一層努めるようになりまし
た。
　また、ビジネスとプライベートが密接に
関係している家族経営の事業が多い点も
あまりイメージできていませんでした。家
族経営の企業等から相談を受ける際は、事
業内容や財務状況の他、経営者の人となり
や家族関係についてもお伺いするように
しています。プライベートに踏み込んで話
をお伺いするため、相談者との信頼関係の

適切なアドバイス
日本公認会計士協会においても、

「事業承継は公認会計士にご相談
ください。」という題名のリーフレッ
トを作成し、公認会計士が事業承
継のフィールドで活躍していること
をアピールしています。
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構築を第一に考え、相手の立場を尊重し
ながら相談に応じるようにしています。

今後の展開とメッセージ
さまざまな

支援者ネットワークの拡大

　今後さらに多くの中小企業者の事業承
継を進めていくために、相談相手のニーズ
により合致したアドバイスが必要である
と感じています。
　ビジネスの支援という観点から、事業承
継の相談を受けた際の、「状況の共有」、「問
題点の把握」、「今後の課題検討」、「実行の
支援」、といった対応方法はこれまでと同
様になると思います。ただ、その中で、中
小企業者特有の課題である、「人・モノ・金・
ノウハウ・ツールなどの資源不足」という
点への理解を深め、今後の事業の方向性
について相談者と同じ目線で理解をして
いく必要があります。相談者にとって的外
れにならないように、より的確かつ適切な
アドバイスを行っていけるようにしたいと
思っています。
　また、事業承継支援に協力していただけ
る公認会計士の仲間集めにも力を入れて
いきたいと思っています。私は、事業承継
ネットワークという公的機関で事業承継
に携わっていますが、誰も取り残さないよ
うに事業承継を進めていくためには、公的
なサポートのみならず、公認会計士をはじ
めとするさまざまな支援者のネットワー
クの存在が必要不可欠であると思います。
　公的機関と支援者のネットワークが両
輪となって、中小企業者の事業承継の手
助けを行えるようにしていきたいと思い
ます。
　公認会計士は、持続可能な社会の構築
にその知見を活かしてさまざまな貢献が
できる職業であると思います。特に、私が
携わっている事業承継支援の分野では、公

認会計士の参画が期待されています。中
小企業の経営者や小規模事業者の多くは
支援が少なく孤立感を覚えておられます。
その方々にしっかりと寄り添っていけるの
は公認会計士であると思います。
　ぜひ、公認会計士が独立した専門家で
あるという「冷静さ」と、当事者意識を持
って事業承継を成功させるという「熱い気
持ち」を持って、事業承継の世界に飛び込
んできてください。事業承継に携わるこ
とで、公認会計士になってよかったと心か
ら感じることができると思います。

相
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地域に貢献したいという強い目的意識を持って事業承継に取り組まれている点が印象的でした。

事業承継にはさまざまなプロセスがあり、さまざまな局面で対処すべき課題が多くあります。その

課題と真摯に向き合って解決に導くためには、公認会計士としての知識や経験に合わせて、クライ

アントに寄り添い同じ目線で将来を見据えて検討を重ねていく必要があります。往々にして困難な

課題に対して、自らの社会的使命を強く認識し、目的の達成に尽力されていました。公認会計士

は社会や地域への貢献に向けた意識が高く、かつ、そのための能力も具備しており、事業承継の

分野で活躍することが社会から期待されています。事業承継に興味をお持ちの方は、ぜひ、チャ

レンジをしていただければと思います。

インタビューを終えて

事業承継の相談に訪れた
経営者との面談の模様
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※事業の内容は16頁を参照

キャリアと経験
事業引継ぎ支援センターの役割

当センターは「結婚相談所」のような
役割を果たしており、事業承継の相手先を
探してきて引き合わせるといった活動を
行っております。事業承継を希望する企
業や承継の引受けを希望する企業を本部

のデータベースに登録しますので、他県の
企業とのマッチングも実施しています。
　このように、さまざまな事業承継の相談
に応じる中で、印象に残っている案件とし
て、ホテル経営事業の譲渡があります。
　経営者は事業譲渡を希望していたので
すが、事業の譲渡に至らず、事業を整理し
一部縮小することとなりました。承継が成
約に至らなかったわけですが、経営者の方
から「最終的にうまくいかなかったけれど
も、あなたたちに相談し、相談期間中、事
業譲渡のことばかり考えず本業にも集中
することができてよかった。」といってい
ただきました。また、事業自体は整理しま
したが、従業員は付合いのある企業に全員
引き取っていただき、雇用を守ることがで
きて経営者はとてもホッとしていました。

日本の事業承継の
課題解決のために

荻
お ぎ

堂
ど う

聡
あ き

久
ひ さ

地元沖縄で金融機関に勤務後、公認会計士試験に
チャレンジ。35歳で公認会計士試験合格後、会計事
務所に勤務した後、独立開業。会計、監査、税務
等、幅広く業務に従事

当センター
「事業引継ぎ支援センター」は、第

三者への事業承継（M&A）支援を
目的に国が全国48か所に設置す
る機関です。
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廃業を選択する前に

　最も危惧しているのは、大廃業時代の到
来であり、誰にも相談することなく廃業を
選択してしまうケースが一番の問題であ
ると思います。
　他方で、事業承継は、準備不足ではうま
くいきません。経営者に、「事業承継をし
よう」という気持ちをいかにして持っても
らうかが重要です。事業を譲渡する側も
引き受ける側も、その事業承継にどれだけ
本気になって取り組めるかが、事業承継を
成立させるためのカギとなります。両者に
本気になってもらうためには、各々の経営
者と常日頃から接している公認会計士が
果たすべき役割は大きいと思います。

沖縄県は、後継者不在率が高い傾向
にあります。これは、創業経営者が多く、
事業承継を経験したことのない人が多い
ことに起因しています。例えば、自分が親
から事業を継いだのであれば、そろそろ後
継者を探そうという気持ちになりますが、
創業経営者の場合、経験がないため事業
の承継に意識が向いていないケースが多
くあります。一番悲惨なのは、事業承継の
準備をしないまま、経営者が倒れてしまう
ことです。
　そのようなことが発生しないように、
我々公認会計士はさまざまな企業の経営
者に事業承継の必要性について実例を示
しながら説いていく必要があります。私
も、今後、そういった機会を増やしていき、
事業承継のプロセスをより多くの経営者
に知っていただくように努力したいと思っ
ています。
　また、沖縄県の事業承継の希望者から、
事業承継の相手先の条件として、県内企
業で探してほしいという要望をいただく
ことがあります。これは、本土の厳しい基
準で経営している企業と一緒になっても、

今の従業員がついていくことができない
のではと心配してのことです。もちろん、
ご要望にお応えするように努力をします
が、私個人としては、県外にも目を向けて
ほしいですし、事業承継を県内の企業が本
土へ進出を果たす足掛かりにしてほしい
と思っています。
　県内の企業に県外に目を向ける意識付
けをしていくことも、我々公認会計士の役
割の一つであると感じています。

経営者不在の企業増を懸念して

　学生時代から公認会計士という職業に
興味を持っていましたが、大学卒業後は沖
縄に戻り、県内企業の育成に携わりたいと
考え沖縄県内の地方銀行に就職をしまし
た。企業の経営を健全化し、沖縄県の経済
力を上げることにより、若者の雇用環境も
良くなり、沖縄県の経済の活性化に繋がる
という好循環を生み出したいと思ったか
らです。
　しかし、銀行で働く中で、企業育成のため
に自身の勉強不足を痛感したことから、目
標に向けてしっかりと勉強をしようと思い、
銀行を退職し公認会計士を目指しました。

沖縄県
沖縄県ではサービス業と建設業が
沖縄の経済の根幹を支えているこ
とから、これらの業種の事業承継
の希望が多いです。また、最近
は、建設業やそれに不随する電気
工事業などが多い一方で沖縄県
内の技術者が減少傾向にあること
から、自社に技術者を確保したい
というニーズが増えています。その
ため、県内大手の建設会社が小規
模の電気工事業の会社を譲り受け
たいという相談も増加しています。
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　公認会計士試験に合格したのは35歳の
時でした。当時は、公認会計士の就職が今
よりも難しい時代で、また、年齢も高かっ
たこともあり、就職活動には苦労しました。
　しかし、日本公認会計士協会沖縄会事
務局の皆様に前向きに相談にのっていた
だき、会計事務所をご紹介いただきまし
た。その事務所では、さまざまな業種の県
内企業の監査に従事しました。その後、家
族とともに関東へ移り住み、実務補習所へ
通いながら、紹介していただいた監査法人
で主に金融機関の監査の仕事に従事しま
した。そして沖縄に戻り、2014年に自身
の会計事務所を開設し、監査の他、税務の
仕事にも従事してきました。その他、包括
外部監査の仕事など、徐々に地域での仕
事の幅も広げてきました。
　当センターの仕事には2017年から従事
しています。その当時一緒に監査をしてい
た沖縄会の公認会計士の方から、センター
が引継ぎ支援業務に従事してくれる公認
会計士を探しているというお話を伺った
のがきっかけです。
　これまで、私はM&Aを専門に業務を行
ってきたわけではありませんが、後継者不

在の企業が増え、サプライチェーンが途切
れ、沖縄経済がうまく回らなくなってしま
うことを懸念していましたし、当初の目標
にも合致する仕事でしたので、お引き受け
しました。

信頼を受け、相談者と寄り添う

　相談者が最も気にするのは、「実際にい
くらで譲渡できるのか」という点です。中
小企業の価値の評価に当たって、銀行で
の経験の他、公認会計士としての経験を
活かして対応することができています。ど
れだけ相談者と寄り添うことができるの
かが重要となる仕事ですが、「公認会計士」
の資格があることで、最初の相談の段階
で信頼されやすいと感じます。
　また、一般的な税務の話も相談の中でよ
く出てきますし、銀行の方も個人の事業譲
渡の際の税務上の留意点を深く理解して
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いない方もいらっしゃるので、税務に関す
る相談も多いです。私は、税務の仕事も数
多く経験してきましたので、その経験も役
立っています。
　さらに、事業承継では、企業の経営上の
意思決定に当たって、さまざまな専門家が
関与しますので、パートナーシップが要求
されます。また、チームを組んで対応する
必要があり、コミュニケーション能力も必
要となります。専門知識も重要ですが、コ
ミュニケーション能力もないとパートナー
シップを発揮することができないと思い
ます。
　今後、私が当センターの職員としてでは
なく、一人の公認会計士の立場で事業承
継の実務で携わることになった場合でも、
当センターで築いたネットワークを活か
していきたいと思っています。

地域貢献を目指す方へ
公認会計士の事業承継業務を

社会にアピール

　私は、常日頃から、公認会計士としての
仕事をすることが、結果として社会貢献
に繋がることが理想であると考えていま
す。クライアントが満足するサービスを提
供し、その企業の取引規模が拡大すること
で、新たな雇用が生まれ福利厚生も充実し
ていきます。このような流れが地域経済
の活性化に繋がることから、社会貢献あり
きではなくて、社会貢献に繋がる価値を自
分で生み出せるように取り組んでいきた
いと考えています。
　そして、公認会計士は、会社のガバナン
ス構築に係るあらゆる分野の仕事に携わ
っており、事業承継に当たって公認会計士
がその知見を活かせる分野は多岐にわた
っています。そのことを一般の方々に知っ
ていただく機会を増やしていきたいと考
えています。

「事業承継相談は公認会計士へ！！」と
いうメッセージを多くの方々に伝えていき
たいと思っています。
　また、諸先輩方のおかげで公認会計士
に対して高い評価をいただいている一方
で敷居の高さから「自分の話をなかなか聞
いてもらえないのではないか」と危惧する
方も地域には多くいらっしゃいます。地域
への貢献を目指している公認会計士の皆
様には、まずは、公認会計士への敷居を下
げるためにその仕事を社会へアピールし
てほしいと思います。
　沖縄に限らず他の地域でも、地元に戻
る機会があれば、その地域の日本公認会
計士協会の地域会や事業引継ぎ支援セン
ターに問い合わせていただければ、地域の
さまざまな仕事に従事することが可能で
す。その仕事の中でリレーションを広げて
いくことで、公認会計士そのものの社会か
らのイメージがより良い方向に変わって
いくと思います。
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事業承継支援という公認会計士の業務が、結果として社会貢献に繋がっていること、地域貢献の

ためには、身近な相談相手としての公認会計士をもっとアピールしていくことが必要というメッセー

ジが印象的でした。公認会計士はSDGsで掲げられているさまざまな目標の達成に寄与できるポテ

ンシャルを有していることから、地域貢献を通じて、さまざまな分野で活躍する公認会計士が増え

てほしいと思います。

インタビューを終えて
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「会計」を
わかりやすく伝える
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外資系コンサルティング会社勤務を経て独立開業。
経営コンサルティング、会計セミナーの講師のほか、
落語家・講談師との講演もこなしている。書籍や新聞・
雑誌連載の執筆も多数。「会計の世界史」の大ヒット
は記憶に新しい。

わかりやすく
親しみやすい書籍を

「会計の世界史」

　一般の方々が、わかりやすく親しみやす
い形で「会計」に触れることができる書籍
を作りたいと思ったことがきっかけです。
　これまで、公認会計士として、ビジネス
スクールや企業研修などの会計の教育分
野に関する仕事に多く携わってきた中で、
多くの受講者(初学者)が、どのような分野
の勉強から開始すればよいのか理解をし
ていないことに気付きました。ほとんど
の初学者は「簿記」の勉強から始めるわけ
ですが、自身の習得したいスキルとのギャ
ップから途中で挫折してしまうことが多
くあります。簿記は大変重要な知識です
が、「簿記＝会計」であると勘違いをしてほ
しくないという思いから、初学者に向けて
「会計」をわかりやすく伝える本を作りた
いと思いました。
　従来の簿記から学ぶ入門書では、本質

を学ぶ前に勉強から離脱してしまう人が
出てきてしまうため、当初は、会計分野の
ガイドブックのような本を作りたいと思っ
ていました。具体的には、初学者に会計の
面白さを伝えられるように、簿記、決算書、
監査、ファイナンス、管理会計などのさま
ざまな分野の立ち位置や関係性を、各分
野の成り立ちや歴史的背景を踏まえて可
視化しようと試みました。
　しかし、書籍が完成してみると「役に立
つけれども面白くない」ことに気付きまし
た。初学者は、公認会計士やそれに近い業
界ではなく、他の業界に多くいますので、
もっと一般の方々にも伝わり、受け入れら
れる本にする必要があると感じたのです。
　改善を模索する中で、文中に人間が登
場しないため、読者が感情移入できないこ
とに気付き、関連する政治家や経営者の
他、画家を登場させることにしました。絵
画はどの時代においても富裕層との繋が
りが強いため、各時代で売れている絵画を
確認することは、結果として各時代の経済
を確認することに繋がります。
　さらに自分の得意分野である音楽の歴
史を要素として取り入れ、各人物のストー
リーを追うことで時代背景を浮かび上が
らせ、各時代で生まれた経済に関連する制
度を伝えることを重視し、「会計」はおまけ
のような形で原稿を書き進めていきまし
た。
　また、一切数字を使わず、必要なものは
図で説明することによって分かりやすさ
を追求し、ページ割りやデザインといった
細かな点にも工夫を加え、一般の方々には
理解しづらいといわれている会計を、「ど
のように伝えるのか」という点を意識して
書籍の作り込みを進めました。
　その結果、出来上がった本が「会計の世
界史」です。
　公認会計士の業界だけでなく、美術界

「会計の世界史」
2018年９月に田中靖浩氏が執筆し
たベストセラーの書籍。正式名称
は「会計の世界史―イタリア、イ
ギリス、アメリカ　５００年の物
語」。数字や複雑な会計用語を用
いず、歴史上の偉人や有名人の
物語を通じて、簿記、財務会計、
管理会計、ファイナンスについて、
その仕組みを深く理解できます。その仕組みを深く理解できます。
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や鉄道業界等の会計や経営の考え方を学
びたいという方が多い業界の方々から、と
ても高い評価をいただきました。
　このように他の業界の方々に支持され
たことにより、「会計の世界史」が多くの方
に読まれるようになったのだと思います。

「おかね」に関する絵本の翻訳

　執筆活動の他、最近では絵本 「おかね
をかせぐ！」、「おかねをつかう！」の翻訳
に携わりました。著者のシンダーズ・マク

レオド氏は、会計の専門家ではなく、子供
を持つデザイナーでありベーシストです。
母親として子供にお金のことを伝えるた
めに書かれた本が、「おかねをかせぐ！」、
「おかねをつかう！」です。
　著者は、この絵本をきっかけに親子で
「お金」について会話をすることを念頭に
置いているため、この絵本にはビジネス書
のような具体的ノウハウなどは書かれて
いません。しかし、お金に関する初期教育
の必要性が叫ばれる中、絵本に対する社
会からの関心は高まっています。
　お金を稼ぐことの前提に「働く」という
行為が必要となります。働いてお金を稼
ぐからそのお金を使うことができるわけ
ですから、そもそも「働く」というのはどう
いうことなのかという根源的な話から子
供に教えなければなりません。多くの家
庭ではそういったことを正しく教えること
ができていないものの、その重要性を認識
しているということだと思います。
　例えば、我々は「投資」という言葉を日
常的に用いますが、子供がわかりやすい
言葉に言い換える努力が不足しています。
さらに、専門的用語になると、大人に対し
てもわかりやすく説明できていないかもし
れません。
「わかりやすく伝える」という著者の意
図を考慮し、翻訳に当たっては、大人向け
に使っている言葉ではなく、子供がわかり
やすい言葉を用いるように努めました。
　この絵本を出版してから、複数の出版社
から、子供向けにお金や会計教育の本を執
筆してほしいとの依頼をいただいていま
す。実は、多くの出版社は、「子供向けのマ
ネー本」を出すことを検討しているのです
が、依頼できる執筆者がなかなか見付から
ないのが実情です。出版社の編集者に話
を聞いたところ、公認会計士は専門性が高
いため「難しいことを書く」と思われてお

「おかねをかせぐ！」、
「おかねをつかう！」

2019年11月に発刊した、お金の
話をテーマとした絵本。お金を稼
ぐこと、お金を使うことといった、
お金の基本をシンプルなストーリー
で解説しています。
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「面白い」と思い興味を持つことが大切で
あり、知識を詰め込むのは二の次でよいと
思います。
　「会計の世界史」のあとがきにも書きま
したが、会計と社会は教える先生で好き嫌
いが決まります。社会が好きな子供は、社
会の先生の話が面白いから好きになった
と言います。そして、会計が嫌いになった
人は、最初に学んだ会計の先生の話が面
白くなかったと口を揃えて言います。「会
計」を面白く伝えることができるか否かは、
先生の教えるための力量ではなく、先生が
会計を面白いと思えるかどうかが影響す
ると思います。

SDGsと会計教育
「個」の力を高めることがカギ

　お金を稼ぐことや経営、ビジネス全般
で考えたときに、「個」の力を高めるのか、
「チーム」の力を高めるのかという二つの
視点があると思います。この二つのどちら
を重視するのかは、時代背景によって異な
り、今日の日本においては、「チーム」の力
がとても重視されていると思います。
つまり、組織力が重視され、個の存在が疎
かになってしまっていると感じます。多く
の方々が会社員として働いていますが、個
の存在が疎かになっているからこそ、定年
後に社会の繋がりや収入の面で苦労する
ことになります。
　好景気の時代であれば、「チーム」の力
を高めるという観点で持続可能性を語る
ことになりますが、今後、日本の企業の収
益力が落ちていく可能性があり、かつ、人
間の寿命がさらに延びていくことを考慮
すると、「個」の力を高めることが、持続可
能な社会を構築していくためのカギとな
ると考えています。
　これまで、私は公認会計士として対企業

り、そういったテーマの本の執筆を依頼し
にくいそうです。私に絵本の翻訳の依頼
が来たのも、編集者が「会計の世界史」を
読んで、「公認会計士が書いた本だけど、
とても柔らかくわかりやすい」と評価いた
だいたことがきっかけです。
　子供向けの会計教育の本への需要はと
ても高まっていると感じています。

会計教育に必要なことは？

　小学生には、まず身近なところでのお金
の動きを教えていく必要があると思いま
す。
　例えば、子供の立場では、お父さんにお
小遣いをねだり、お小遣いをもらえるとお
もちゃが買えるから嬉しいと思いますよ
ね。しかし、家計全体として考えると、資
産が目減りするわけです。この考えを広げ
ていくと国の財政にたどり着きます。
　国の国民へのサービスと税金の関係な
どについて家計を例にとって教えてあげ
るとよいと思います。中学生以上の子供
たちには、歴史を絡めながら教えてあげる
と興味を持つと思います。
　そして、最も大事なのは、教える側の学
校の先生に興味を持ってもらうことです。
学校の先生は、会計の授業をした経験が
なく、そもそも会計の授業を受けた経験も
ない方がほとんどですから、学校の先生に
会計の面白さを伝えていく必要がありま
す。その際に、簿記から会計の面白さを伝
えるのではなく、歴史を入り口として魅力
を伝えることで、会計のファンが増えてい
くと思います。
　総じて、会計を「理解させる」ことより
も「好きになってもらう」ところから始め
るべきです。会計や経済は目まぐるしい
スピードで情報がアップデートされるこ
とから、「学び続ける」ことが重要になりま
す。学び続けるためには、入り口の段階で

「
個
」の
力
を
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る
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会計教育
協会では会計基礎教育を推進して
おり、リベラルアーツとしての会計
の普及に努めています。この活動
の成果として、中学校及び高校の
次期の学習指導要領解説におい
て、初めて「会計」が含まれること
となり、現在、教育現場にスムー
ズに導入できるよう、学校の先生へ
のフォローアップを進めています。
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※落語会を見に行き、笑いの中にビジネスの成功法則や人間関係の基本があることを発見し驚き、感動したことをきっ
かけに、落語家とコラボレーションしての講演会を開催されています。上記の写真はその講演会の1コマです。

SDGsへの公認会計士の貢献

を中心に「チーム」の力を高める取組を進
めてきましたが、「個」の力にフォーカスし、
会計リテラシーを個人ベースに落とし込
んで普及に努めることが必要であると思
います。
　「チーム」の力が高く安定した組織であ
っても、フリーライダーのような人が多く
現れると組織は弱体化していきます。しか
し、仮にその組織が倒れてしまったとして
も、高い力を持った「個人」が新しい組織
を立ち上げていく。そういう循環が発生す
ることで持続可能な社会が実現できるの
ではないかと思います。つまり、「個」の力
はそれだけ重要であると考えます。
　そういった観点から、公認会計士の皆さ
んにも、「個」の力を高めるために、好奇心
を持って自身の専門分野以外の勉強を継
続してほしいと思います。そして、その中
から新しい刺激や発想を得て、大きく世界
へ羽ばたいていただきたいと思います。

今後の展望
余白に期待して仕事を楽しみたい

　私自身、予想ができないような仕事をす
るのが大好きで、３年前には自分が 絵画
に関連した仕事をするとは思ってもいま
せんでした。これも、「会計の世界史」執筆
時に絵画の勉強をしたことがきっかけで
した。今後も、公認会計士として会計とい
う専門領域を維持しつつ、さまざまな隣接
分野に活躍の場を広げていきたいと考え
ています。
　そして、また３年後に今では想像できな
いことに取り組んでいたいと思っていま
すので、そのための余白を確保しておきた
いと思っています。忙しいと言い訳せず、
その余白に何が入ってくるのかを常に期
待して、好奇心を持ちながら仕事を楽しみ
たいと思っています。

読者へのメッセージ
「専門家」に止まらず幅広い視野を

　本インタビューにもありますが、公認会
計士が大切にする信頼や正義のイメージ
は、ともすると堅苦しく融通の利かない印
象に繋がってしまいます。これは本人にと
っても、業界にとってもあまりよろしくあ
りません。信頼や正義を大切にしながら
も、相手にとっての親しみやすさや懐の広
さを意識することが必要ではないかと思
います。また、ただの「専門家」に止まらな
い人間としての幅、教養、遊びの部分がな
いと専門家のタコツボに陥りかねません。
会計という比較的堅苦しいテーマを扱う
専門家だからこそ、それを感じさせない柔
らかな人間性、幅の広い視野がますます
重要になってきたと感じます。

SDGsの目標の一つである教育をテーマに、「会計の世界史」等の著書執筆に込めた思いと、会

計教育に対する期待についてお伺いしました。会計教育において重要なのは、会計の魅力を伝え

て好きになってもらうこと、というメッセージは、とても印象深いものでした。協会では、会計基礎

教育を推進しており、“会計”という生涯にわたって必要な知識の普及に努めております。中学校

及び高校の次期の教科書では、初めて「会計」が取り上げられることとなり、現在、教育現場で

スムーズに導入できるよう、学校の先生へのサポートを進めています。先生方へのアプローチにあ

たり、田中さんの言葉を胸に刻んで取り組んでいきたいと思います。

インタビューを終えて

絵画に関連した
仕事をする

2020年５月に10回にわたって、日
本経済新聞朝刊の美術コラム「美
の十 選 」で連 載を行いました。
2020年７月には、「名画で学ぶ経
済の世界史」（マガジンハウス）を
出版。
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グラミン日本での活動
日本でも貧困が存在している

　2017年秋に「グラミン銀行が日本にや
ってくる」と聞き、グラミン日本の設立説

明会に参加したことがきっかけで、現在の
業務に携わっています。
　実は、就職活動中に青年海外協力隊のポ
スターを見て心が動かされ、その活動に興
味を持っていましたが、周りに詳しい人も
おらず、情報もない環境であったため、卒
業後は銀行に就職しました。その後、青年
海外協力隊の活動への興味がさらに高ま
り、協力隊の受験を決めた段階で銀行へ退
職願を出し、結果を待たずに退職しました。
その後、よいタイミングで試験に合格し青
年海外協力隊に参加することができました。

兒
こ

玉
だ ま

久
く

実
み

事業会社就職後、青年海外協力隊の活動に参加。
その後、公認会計士試験に合格し監査法人に勤務。
現在は、独立開業し、グラミン日本理事、ベンチャー
企業の監査役等を務める

貧困や生活困窮者の
独立支援を通じて

　グラミン日本は、2018年9月13日に事業を開始した、貧

困や生活困窮の状態にある方々にその状態からの脱却、自

立のサポートをするため、低利・無担保で少額の融資を実施する、マイクロファ

イナンス機関です。2006年にノーベル平和賞を受賞したムハマド・ユヌス博士

が、1983年にバングラデシュ人民共和国でスタートさせ、開発途上国のみなら

ず、欧米先進国でも貧困削減に効果を上げているグラミン銀行 の日本版であ

り、ユヌス博士が世界に提唱したソーシャルビジネスです。

　日本は先進国と呼ばれていますが、格差が広がり、国民の6人に1人が貧困ラ

イン以下での生活を余儀なくされています。政府や地方公共団体、各事業者に

おいてさまざまな対策を講じていますが、いまだに根本的な解決には至っていま

せん。そのような状況を踏まえ、グラミン日本では、日本の実態に合った施策を

提示するとともに、日本経済団体連合会、行政、民間企業、民間支援団体等の

さまざまな団体と協力して施策を進めています。

　2018年の開業以降は、グラミン銀行が提唱するグラミンモデルが日本におい

て適合するか否かの実証実験を実施しています。具体的には、シングルマザー

や若年層のワーキングプアの方々等に対して説明会を開催し、5人組の形成や

金融トレーニングの実施後に融資を実行し、定期的に集まって情報共有や意見

交換を行っています。

事 業 の 紹 介
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青年海外協力隊員の隊員
連絡所＠ミクロネシア連邦
でのバースデイパーティの
模様。前列左から３番目
が兒玉さん

グラミン日本賛助
会員とのSDGsコン
ソーシアムの模様

シングルマザー5人組の
ミーティングの模様

　青年海外協力隊員として開発途上国に
常駐し、現地での活動を実施してきました
が、特に最初の頃は勝手や言語がうまく理
解できなかったり、現地の方々の国民性も
影響し、思ったような活動ができないこと
もありました。しかし、開発途上国の方々
の熱心な勉強意欲や活力に刺激を受け、
帰国後に公認会計士試験にチャレンジす
ることにし、合格を機に監査法人に入りま
した。その後、グループ会社での FAS業
務を経て、開発途上国の国際開発業務に
携わりました。その業務と過去の開発途
上国での経験とを通じて、達成感と同時に
開発途上国のさまざまな課題や可能性が
見えるようになり、また、日本を客観的に
見ることもできるようになったと思います。
　開発途上国の貧困は一般的に認知して
いたものの、日本における貧困問題につい
て考える機会は、特に公認会計士・コンサ
ルティング業界に身を置いている中では、
過去にほとんどありませんでした。しかし、
グラミン日本の説明会に参加し、日本でも
貧困が思った以上に存在していて、とても
重大な問題となっているということに気
付きました。
開発途上国と同様の問題が日本でも起

こっていることを目の当たりにし、日本国
内の問題解決にも尽力してみたいと思い、
グラミン日本の立上げに関与することを
決めました。現在、グラミン日本では、経
理財務担当の理事をしています。

日本における「大人の貧困」の現実

　グラミン日本ではグラミンモデルを採
用しているため、借手候補の方々は、まず
5人組を形成します。グラミン日本初の5
人組は全員女性でシングルマザー、既婚
者、独身者から構成されていました。そこ
までは想定どおりだったのですが、5人組
とグラミン日本の事務所で初めて会った

時に、皆さんお洒落な服装で、メイクも綺
麗にされて来られた姿に驚きました。日本
における貧困として真っ先に私がイメー
ジしたのは、ホームレスの方々でした。し
かし、そうではなく、非常に身近な存在、し
かも街ですれ違っても全く気付くことも
ない、隣にいそうな方々が貧困に喘いでい
るんだということ、さらに、音楽家や芸術
家、アイドル、美容師、研究者など、特殊技
能を身に付けた方々も苦しい生活を送っ
ていることも改めて認識しました。個々人
の経済状況は外見からではわからず、しっ
かりと個々人と向き合って初めて理解で
きるものであることを日々学んでいます。
　社会的には「貧困」という言葉の定義の
コンセンサスがとれておらず、メディアや
世間の方々がステレオタイプに捉えたいわ
ゆる「理想の貧困」と呼ばれるものだけに
焦点が当たることによって、多くの貧困層
が見過ごされてしまっています。特に先進
国においては、「開発途上国の貧困」と「子
供の貧困」との二つにフォーカスされるこ

FAS業務
Financial Advisory Serviceの頭
文字を取ってFASと呼びます。FAS
業務では、M&Aアドバイザリーや
企業・事業再生、フォレンジック、経
営戦略・高度化など、財務に関連
する専門的な助言を行っています。
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コーポレートサポー
ターとの事業協創ワー
クショップの模様

とが多く、「大人の貧困」が話題に上がるこ
とは多くはないように思います。また、鶏
が先か卵が先かの因果性ジレンマと似て
いて、経済的な貧困と心の貧困は深くかか
わっており、ともに負のシナジーの要因に
なっていることは見逃せないと思います。
　グラミン日本の現代表の百野も米国
CPAなのですが、彼も次のように言って
います。
　SDGsでは、地球上の「誰一人取り残さ
ない（leave no one behind）」ことを誓
っていますが、SDG１「貧困をなくそう」
の分野で日本においては「大人の貧困」が
取り残される恐れがあると感じています。
グラミン日本では、「大人の貧困」を経営者
の方々にしっかりと気付いていただける
ように、他団体とも協力して働きかけを進
めています。経営者層との接点の多い公
認会計士の方々には、ぜひ、ご協力をいた
だき、経営者に気付いてもらえるよう働き
かけをしていただくことで、みんなで連携
して エコシステムで解決したいと思っ
ています。そのために、公認会計士の方々

にも「大人の貧困」の現状を実体験が伴う
形でご理解いただきたいと思います。

公認会計士の能力の発揮
事業計画の作成や成長のサポート

　グラミン日本では、生活のための資金で
はなく、起業や就労準備のための資金を融
資しています。このため融資を希望され
る方々には、事業計画を作成いただいてい
ます。公認会計士の知見を活かして、事業
計画の策定においてビジネスモデルに数
値をつけることや、融資を受けた方々の事
業成長・ビジネス継続をサポートすること
で、経済的自立に繋がる手助けができるの
ではないかと思います。もちろん、私が現
在、主に実施しているグラミン日本自体の
数値・税務に加え、今後、もっと発生する
であろう他組織との連携による数値計画
や管理、さらには資金調達等の面でも公認

エコシステム
元々は生態系の用語で、ある領域
の生き物や植物がお互いに依存し
ながら生態を維持する関係を指す
言葉です。主に情報通信産業に
おいて元々の意味から転化し、企
業間の連携全体を表すために用い
られるようになりました。
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会計士としての知見が活かされると思っ
ています。
　将来のことを考えると、支援を求める
方々が自活する力を体得することが必要
となります。そのサポートができるのがグ
ラミン日本であり、この成長過程をサポー
トする活動が私のライフワークだと思っ
ています。その意味で、グラミン日本での
活動は、公認会計士としてのみならず、人
間としても成長できるよい機会であると
感じています。
　公認会計士という名前を聞くと、一般の
方々はとても敷居が高いと感じるようで
す。伴走を求める方々と寄り添っていく
ためには、公認会計士側がその方々をよく
理解し、相手を受け入れることが必要とな
ります。
　公認会計士の方々は仕事柄、第三者的
な視点からアドバイスをすることが多い
ですが、貧困からの脱却・成長支援という
観点では、今までのどんな仕事よりも相手
と同じ視点で物事を考えていく必要があ
ります。そして、このフィールドで得た知
見は、公認会計士の本業にも必ず活かせ
ると思いますし、公認会計士の業務という
枠を超えて、幅広いさまざまな経験ができ
るため自分の成長にも大いに繋がるとい
う面白みがあると思います。

公認会計士への期待
ソーシャルビジネスに
積極的に関与を

　公認会計士は職業柄、営利目的企業に
目が向くことが多いかもしれませんが、近
年、社会課題をビジネスという持続可能な
手段で解決するソーシャルビジネスが日
本でも広がっており、多くの若者が興味を
持っています。グラミン日本もユヌス博士
が提唱するソーシャルビジネス原則に則
って運営しています。

　ただ、重要なミッションを担うソーシャ
ルビジネスは、その事業の継続性が課題
です。同じような社会課題に取り組む行
政機関との違いは、資金確保だと思いま
す。ソーシャルビジネスの継続には、その
目的とする事業自体の構築・運営と、資金
調達を含む運営資金の確保・循環が両立
できる仕組み作りが必要です。 
　ソーシャルビジネスをしっかりと継続
して進めていくことができる組織を育て
るためには、組織全体の運営に触れる機会
があり、経営や数値に対する知見を有する
公認会計士の協力は有意義だと思います。
また、既に述べましたように、貧困に限ら
ず社会課題を社会全体で解決していくた
め、まさにインクルーシブな社会の実現の
ために、経営者の皆様にまずは実情を正し
く認知いただくことが必要なことから、特
に経営者に接する機会が多い公認会計士
の方々には、そのための働きかけをしてい
ただくことを期待します。また、私個人と
して、そういうマインドを持って企業の育
成に携わっていたり、そういう社会を作り
たいと行動を起こしていたり、欧米のよう
なファンドレイズ文化を日本に根付かせ
たいと考えていたりする公認会計士の方々
（だけに限りませんが）と、今後連携をして
社会リソースの上手な循環を実現させて
いきたいと思っています。
　SDGsが叫ばれる中、一人でも多くの公
認会計士が、貧困を他人事と思わず、自分
にできることからエコシステム作りと運営
に参画いただけるとよいなぁと思います。
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インタビュー場所となったグラミン日本のオフィスでは、会議室の壁一面に支援者からのメッセージ

が記載されており、多くの支援者に支えられて活動している組織であることが理解できました。ソー

シャルビジネスという分野で公認会計士が活動しており、社会からもさらなる活躍が期待されてい

ることを理解できました。ソーシャルビジネスに興味をお持ちの方は、ぜひ、勇気を持ってこの世界

に飛び込んでいただければと思います。

インタビューを終えて
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岡田さんの手掛ける木質バイオマス発電施設

注目される再生可能
エネルギー事業

木質バイオマス発電事業

　昨今、 再生可能エネルギー事業が注
目を集めています。化石燃料を前提とし
たものではなく、エネルギー自体も再生可
能でなければ持続可能ではないという考
えが広がっています。
　そのような状況の中で、私たちが力を入

れているのは、木質バイオマス発電事業で
す。株式会社ゲンボクと株式会社フォレ
ストバンクの共同事業で、100パーセント
間伐材（未利用材）を使った バイオマス
発電所を運営しています。
　発電規模は250kWと小規模ですが、
SPC(特別目的会社)を活用して資金調
達・運用を行っており、公認会計士として
の経験が活かされています。さらに規模
を拡大していきたいという気持ちもありま
すが、我々が調達できる間伐材だけを利用
するという性質上、事業自体を持続可能と
するため、むやみに事業を拡大することは
避けるようにしています。
　また、徳島市でもう一基、株式会社レノ
バや大阪ガス株式会社といった上場して
いる大会社と共同で74,800kWの大規模

林業を営む家系で19代目。環境監査や再生エネル
ギー事業のコンサルティングを経験。現在は木質バ
イオマス発電事業を行い、木育活動にも携わってい
る。株式会社フォレストバンク代表取締役社長、株
式会社ゲンボク代表取締役社長
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木質バイオマス発電事業で
持続可能な社会を
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再生可能エネルギー

バイオマス発電所

太陽光・風力・地熱・中小水力・バ
イオマスといったエネルギーを指し
ます。温室効果ガスを排出せず、
また、国内で生産可能であること
から、日本のエネルギー安全保障
にも寄与できる有望なエネルギー
源です。

動植物などから生まれた生物資源
を使った発電方法。生物資源を燃
やしたり、ガス化することで熱や電
気を生み出すことができます。

なバイオマス発電所の開発も進めており、
こちらも新たなSPCを設立して資金調達
しています。外国産木材の輸入が減少し、
使われなくなった地方港湾の再活用のア
イデアとして、大型のバイオマス発電所を
誘致し、海外からの燃料木材を輸入するこ
とにより、地方港湾を再活性化させるとい
う意義を込めています。

林業を営む家系に育ち

　私は、もともと林業を営む家系の出身
で私で19代目となります。戦後に拡大造
林が推し進められ、大量の杉を植えまし
たが、時代の流れとともに木が売れなくな
っており、林業は厳しい状況が続いていま
す。私自身、「このまま林業を続けていて
も厳しい状況が続くだろう」と思っていま
したし、祖父からも「他で食べられるよう
にしておいたほうが良い」とアドバイスを
もらったこともあり、公認会計士を目指す
ことにしました。

環境エネルギー分野との出会い

　大手監査法人で働いていたものの、やは
り家業のことが気になっており、「家業で
ある林業に何か貢献する必要があるので
はないか」と考えるようになりました。監
査法人では、金融部に所属しつつ、環境監
査部の仕事にも従事しており、その時の上
司に誘われ、環境エネルギー事業に関する
コンサルティング会社の立ち上げに参加
しました。
　当時は、京都議定書で定められたCO2
削減目標に向けて、国内でも可能な取組を
進めていこうという機運が高まっていま
した。私が所有していた山林では間伐を
行っており、間伐後の残った木々が成長す
ることによりCO2の吸収量が高まります。
これは、CO2を削減していることと同義で
あることから、木々のCO2吸収量の増加

分を排出権として販売するプロジェクト
を立ち上げました。これが、林業と公認会
計士の業務が重なった瞬間であったと思
います。

木とともに生きていく
木材流通会社の社長として

当社（株式会社フォレストバンク）では、
環境エネルギー事業の一環として、CO2
の吸収量を精緻に計算しなければならな
いため、森林経営計画をしっかりと立て、
間伐や主伐を行うタイミングを決定して
います。その森林経営計画の立案という
観点で、家業である林業に携わってきまし
た。しかしながら、林業は計画の立案や机
上でのCO2の計算だけではなく、植林を
行い、木を育て、木を伐るという事業が本
来です。そして、林業はいわゆる第一次産
業であり、昨今の木材価格の低迷により、
林業だけで事業を継続することが難しい
と考え、第二次産業、第三次産業を含めた
木材流通全体を把握していくことが重要
であると考えるようになりました。この考
えの下、木材流通の会社（株式会社ゲンボ
ク）の社長を引き受けることになりました。
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木育の推進

　「 木育」という、森林環境教育を推進し
ています。今から50年後、100年後も「木」
が身近に使われているであろうと信じて、
植林活動を行っています。そして、50年
後、100年後も木とともに生きていくため
に、子供たちに木を使うことや木がどのよ
うに育っていくのかといったことを教えて
います。持続可能な社会を作るために必
要なことを子供の頃からしっかりと体験
してもらうことが重要であると考えてい
ます。

経験を経営に活かす
経験は経営に、肩書は信用に

　監査業務を通じてさまざまな企業を見
てきて、その中で気付いたことを自分の会
社の経営に活かすことができていると思
います。
　また、公認会計士という肩書は、株主や
金融機関、取引先等のステークホルダーか
らの絶大なる信用に繋がっていると感じ
ています。地方の中小企業の経営を引き
受ける中で、都会では感じられなかった信
用とともに、中小企業経営者としての大き
な責任を感じて成長させていただいてい
ます。公認会計士の皆様は、ぜひ、地方の
中小企業の経営幹部になることをお勧め
します。

ステークホルダーとしての視点も

　さまざまな立場で発言をする機会が多
く、会社の代表として発言をする場合や、
会計・税務の視点で、会社に対して税金対
策の話をする場合もあります。このように
さまざまな立場で話をすることができる
のも、公認会計士としての知識や経験があ
るからだと思います。経営者だけではなく、

投資家を含むさまざまなステークホルダー
の立場で物事を考えることができるのは、
公認会計士ならではのことと思います。

新しいチャレンジへの理解

　公認会計士であることから金融機関か
らの信用は得られるものの、融資の実行に
当たっては個人保証が求められます。事業
承継で会社を受け継ぎ、持ち株も少ない状
況であったことから、個人保証が必要であ
るかを金融機関と協議しましたが、個人保
証をせざるを得ないという結果となりまし
た。経営者保証のガイドラインも未だ地方
では実質的には運用されていないことか
ら、現在よりも金融機関から融資を受けや
すい環境が整備されると事業承継を実施
しやすくなるのではないかと感じました。
　また、木質バイオマス発電事業のプロジ
ェクトを進める中で、新しいチャレンジに
対するご批判を多く受けたことも苦労し
た点になります。現状が少しでも変わるこ
とについてネガティブに捉える方もいら
っしゃいました。地域が持続していくため
には変化を受入れて適応していくことが
必要であり、チャレンジを続けていかなく
てはいけないことをご理解いただくため
に、何度も何度も粘り強く対話を続けた結
果、プロジェクトを前進させることができ
ました。

今後のビジョンと
公認会計士への期待

「つなぎ役」として

　再生可能エネルギー分野はこれからも
注目され、発展を続けていくと予測してお
りますので、今後は、電力事業会社との連
携も視野に入れています。また、SDGsの
達成を目標に掲げる企業が増加してきま
したので、公認会計士としての知見を活か
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木育
木を子供の頃から身近に使ってい
くことを通じて、人と、森や木との
関わりを主体的に考えられる豊か
な心を育てたいという想いを込め
た言葉であり、「子供をはじめとす
るすべての人びとが、木とふれあ
い、木に学び、木と生きる」ことを
学ぶ活動を指します。

岡田さんは木育セ
ミナーを通じて、子
供たちに木の大切
さを伝えています。
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SDGsへの公認会計士の貢献

して、その企業の取組をしっかりと現場に
繋げていくための役割を担っていければ
と考えています。
　例えば、徳島で発電した電気を全国の方
に購入いただくための繋ぎの役割、SDGs
関連ファンドの投資資金を地方に振り分
けていただくための取組などですね。
　また、我々が手掛けている発電事業はア
ジアでは初めてのものです。今後は全国
に展開をしていきたいですし、その事業に
対してSDGs関連の資金を集めていきた
いとも考えています。SDGsと公認会計士
が直接結び付かない場面もあると思いま
すが、投資者と企業との「つなぎ役」とし
て関与することはできますので、その中で
しっかりとチャレンジしていきたいと思っ
ています。

地域への資金の流れをスムーズに

　現代は、資金が潤沢であるところと資金
が枯渇しているところが二極化している
時代だと感じています。資金を有している
主体に対して投資候補先の信用を付与し
ていくというのが、公認会計士の非常に重
要な役割だと思います。
　資金が潤沢な分野からの資金の流れを
サポートする活動に公認会計士は積極的
に携わる必要があると思います。例えば、
SDGs関連ファンドの投資先として、日本
の中小企業が候補に挙がった時に、中小
企業へ投資することの不安を公認会計士
の立場で中小企業を正しく評価すること
などを通じて払拭していただきたいと思
います。それにより、地域に必要な資金が
流れ、地域の活性化に繋がっていくことに
なります。

自分事として覚悟を持って

　地域の課題を、自分事として捉えていた
だきたいと思います。第三者の視点に立

ち、一歩引いて物事を見ていくことも重要
ですが、課題の解決のためには一歩踏み出
していく必要があります。もちろん最初は
関係当事者へのアドバイスからはじめて
も良いと思いますが、本当の意味でその地
域に関わっていくためには、地方の課題を
自分事にしていく必要があります。公認会
計士の社会的な立場を考慮すると難しい
点もあるかもしれませんが、その立場を捨
ててでも、地域の課題を解決するという意
気込みを持って取り組んでいくことが公
認会計士としての知識や経験を活用する
ことに繋がっていきます。公認会計士と
いう地位や立場を捨ててでも乗り込むく
らい覚悟を持って臨むことで、結果として
公認会計士の事業領域も広がり、公認会
計士業界の発展に繋がるのではないかと
考えています。

会社の会議室をお借りしてインタビューを行いました。壁やテーブルなどに多くの木材が使われ、

お届けできないのが残念ですが、木の持つあたたかさや、良い香りが印象的でした。インタビュー

では環境エネルギーや木材への取組みにつき熱く語っていただき、この分野への強い思いと決意が

ひしひしと伝わってきました。本稿に記載しておりませんが、 林業に関連した公認会計士のネッ
トワークができたとの話も興味深く、ネットワークが広がり、この分野でも多くの公認会計士が活
躍することを期待したいと思います。

インタビューを終えて

林業に関連した公認
会計士のネットワーク

公認会計士はさまざまな分野で多
くのネットワークを構築しています
が、林業を営む公認会計士のネッ
トワークが最近できたそうです。フィ
リピンに在住する公認会計士の方
が中心となって創設され、なんと、
その方は和歌山県で山を購入し、
自伐林業を始めたそうです。

岡田さんの手掛けた発電施設

岡田さんの経営する
会社では多くの木材
を取り扱っています。
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地域で活躍する
女性会計士

地元で働くという選択
地元でさまざまな業務を

　徳島で個人事務所を開業しつつ、父が
開設した「税理士法人すばる会計」の社員
として勤務しています。現在の業務の８割
は税務です。残りは法定監査の他、徳島県
労働委員会の委員など、行政の審議会の
委員の仕事もしています。また、四国旅客
鉄道株式会社の監査役、公益社団法人の
監事にも就任しています。

公認会計士を目指したきっかけ 

父が公認会計士だったこともあり、大学

３年生の時に公認会計士の勉強を始めま
した。京都の大学に通っており、関西での
就職を希望していましたが、就職氷河期で
あったこともあり、関西で希望の就職先が
見つからず、東京で監査法人に就職するこ
とになりました。

事務所を継ぐという想い

　いつかは誰かが継がなければならない
と漠然と思っていました。父の仕事姿を
見ていて、「自由でメリハリのある仕事を
している」というイメージがあり、どこか
で公認会計士という仕事に対する憧れが
あったのは確かです。

地元に戻るきっかけ

　監査法人には７年ほど在籍し、東京で充
実した日々を過ごしていました。しかし、
年齢が30歳を超え将来のことを考え始め
たタイミングで、地元に帰ろうかなと思う
ようになりました。将来的には、父の事務

徳島で個人事務所を開業するとともに税理士法人の
社員として勤務。他に社外監査役、公益社団法人の
監事などさまざまな業務に従事
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地元
今 回のSDGs別 冊 企 画でインタ
ビューをした岡田育大さんとは学生
時代の同級生で、今でもさまざま
な情報交換をされているそうです。

第60回西日本連合総会
沖縄大会での講演の模様
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所を継がなくてはいけないなと思ってい
た矢先、所属していた監査法人で新たに上
場企業の主査を引き受けるかどうか判断
するタイミングがあり、周りにご迷惑をか
けないよう、辞めるなら今しかないと思い
決断しました。

地域での活躍フィールド
社外役員就任のきっかけと

発揮できる強み

　四国旅客鉄道株式会社の監査役は、会
計監査を担当されていた公認会計士から
のご紹介です。大変貴重なお話でしたの
で、二つ返事でお引受けしました。公益社
団法人の監事は、もともと所属事務所の顧
問先で、社内改革を進める段階で社外の
公認会計士に入ってほしいというお話を
いただいたことがきっかけです。徳島に戻
るまでは、「税務以外の仕事はないだろう」
という先入観を持っていましたが、さまざ
まなご縁の中で仕事が広がっていき、少し

驚いています。役員会では、監査で製造業
や商社などさまざまな会社を担当してき
た経験を活かして、他の方とは少し違った
視点でコメントができていると思います。

行政の審査会に関与

　行政の審査会では、しっかりと事前に送
付される資料を確認し、ポイントとなる点
について質問するようにしています。監査
では、公平に物事を捉えて判断しなくては
なりません。その中で培った「相手の考え
を聞き出す能力」と「公平に判断する能力」
はとても役に立っていると感じています。
例えば、労働委員会では、労使間のトラブ
ルをあっせんして収める仕事をしています
が、お互いの話をしっかりと聞いて対応す
るように心がけています。このように対応
できるのは、公認会計士ならではだと思い
ます。行政の審査会も、監査で培った公平
性や判断力を活かして、その場で最適な判
断を下すことを私に求めていると思います。

さまざまな地域、分野で活躍する公認会計士 37

SDGsへの公認会計士の貢献



仕事に子育てに多忙な
毎日を送る中でも、趣
味の乗馬にも取り組ん
でおり、その腕前も確
かなものです。

子育てとの両立

　子育てをしていることもあり、かなり時
間のやりくりに苦労しています。娘は、小
学校二年生というまだ手間のかかる時期
ですが、実家の母も助けてくれますし、東
京とは違い、保育園には生まれてすぐに入
ることもできましたので、安心して仕事に
も取り組むことができています。そういっ
た意味で仕事と子育ての両立をしやすい
環境だと思います。娘は、私のことを「け
いさんのせんせい」と呼んでいます。(笑)
　家で仕事をしているときに、たくさんの
数字を扱っている様子を見ているからか
もしれません。

モチベーションとビジョン

　必要とされているからには期待に応え
たいというのが一番のモチベーションで
すね。また女性が活躍できる場が増えて
おり、女性でも仕事できる人がいるという
ことをアピールしていきたいという気持
ちもあります。
　また、公認会計士としてお役に立てる部
分について、お声がけいただけるなら、ど
んなことでもやっていきたいと思います。
税務顧問のお仕事が中心となると思いま

すが、徳島では、IPOの知識を有する税務
顧問のニーズが増えておりますので、監査
法人での経験を活かして色々アドバイス
をしていければと思っています。

地域での活躍を目指す方へ
活躍の場は広がっている

　徳島全体で公認会計士の数は35人でそ
のうち女性は5人と少数です。社会全体と
して女性の活躍が求められる中、 女性
会計士はとても目立つ存在です。そうい
ったこともあり、さまざまな公職の依頼が
届くのだと思います。また、女性に限らず、
公認会計士そのものがこの地域全体で不
足していると思います。
　皆さんの想像以上に活躍の場は広がっ
ていて、組織内会計士として活躍されてい
る方もいらっしゃいます。私自身、税務や
監査の仕事はもちろん、行政の審議会や社
外役員の仕事がこれほど多くあるとは思
っていませんでした。仕事の幅が広がり、
「公認会計士の仕事はいっぱいあるな」と
実感しています。女性に限らず、多様性を
持ったさまざまなタイプの公認会計士に
徳島にお越しいただくことで、新たな視点
でクライアントへアドバイスができるよう
になり、さらに地域における公認会計士の
業務の幅が広がっていくと思います。
　また、就業環境としても、とてもお勧め
できると思います。通勤ラッシュの苦労も
ないですし、どこへでも車で20分くらいで
移動可能です。そして、子育てにも最適な
地域です。何かあれば飛行機で東京にも
行けますし、そんなに不自由はありません。

多様な知識と人脈

多様な知識と多様な人脈が重要だと思
います。これは大都市圏で勤務している
ときに、しっかりと習得し構築しておくべ

Uターンはもちろん、
Iターン

女性会計士は
とても目立つ存在

Uターンは、生まれ育った出身地に
戻って就職もしくは転職すること、I
ターンは、出身地以外の場所に就
職もしくは転職することを意味しま
す。通勤のストレス軽減や子育て
のしやすさ、地域のコミュニティと
の繋がり等、さまざまなメリットが
あり、Uターン、Iターン転職を希望
する方が近年増加しています。

協会では、女性会計士活躍促進
協議会を設置し、女性の公認会
計士の活躍促進に取り組んでい
ます。同協議会では「①2048年
度(公認会計士制度100周年)ま
でに会員・準会員の女性比率を
30％へ上昇させる」、「②2030
年度までに公認会計士試験合格
者の女性比率を30％へ上昇させ
る」というKPIを設定し、取組を
進めています。
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徳島は、「鳴門の渦潮」、「徳島阿
波踊り」といった観光資源が豊富
で、また、都市部へのアクセスも良
好で、とても住みやすい環境が整っ
ています。

SDGsへの公認会計士の貢献

きものだと思います。私も仕事で困ったと
きに、かつての同期や先輩に今でも助けて
いただいたりするので、特に人脈は重要だ
と思います。こちらでは、クライアントで
ある社長との距離が近く、時には専門外の
相談にも対応する必要があります。幅広
い知識を持って、色々な方との人脈を作っ
ておけば、自分一人では対応が難しい相談
事であっても、他の専門家と協力して課題
解決を図ることができます。

情報交換と情報発信

　誰かが徳島に戻ってくるという情報を
掴んだら、すぐに連絡を取るようにしてい
ます。監査の仕事を手伝ってもらいながら
相談を受けたり情報交換をしたりしてい
ます。
　また、大都市圏で働いている公認会計
士の皆さんには、「地域ではこんなに楽し
く仕事をしているよ」といった情報を発信
するようにしています。この情報に触れて、
Uターンはもちろん、Iターンとして地

域に行ってみようと思う方が出てきたら
いいなと思います。

仕事も人間関係も広がりを持って

　損得は関係なくさまざまなお仕事を引
き受けていくと、人間関係も広がっていき
勉強になることも多いと思います。
　知り合う方は業界団体の長など地域の
名士が多く、ちゃんと仕事をやり遂げたこ
とを知っていただくと、次のお仕事の話が
絶対にありますし、そういった仕事ほど地
域に貢献できることが多いと思います。
　ぜひ、このメッセージをご覧になられた
方は、UターンやIターンもキャリアの選択
肢に含めていただけるとよいと思います。
　また、徳島はとてもよい地域ですので、
ぜひ、徳島にお越しいただければと思いま
す！！

女性会計士としてのキャリアや徳島での活躍等を中心にお話をお伺いしました。印象的だったの

は、どのような仕事にも前向きに取り組む姿勢です。新しい分野に果敢に挑戦し、期待に応えた

いという一心で努力し、その結果として新たな業務が増えるという好循環を実現しつつ、子育てと

の両立も果たしている姿は理想的なケースであると思います。将来的にUターンやIターンを検討さ

れている方もいらっしゃると思いますので、このインタビューを参考に勇気を持って行動を起こして

いただければと思います。
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　本企画は、地域で活躍されている公認会計士の

方々の講演を機に、既にSDGsに貢献している公

認会計士がさまざまな地域や分野に多数おり、ぜ

ひ皆様にご紹介したいという思いから始まりました。

地域会等に紹介をお願いし、また、我々でインター

ネット等の公開情報から探すなどして候補者を選定

し、そのうち幸いにもご都合が合い、ご協力いただ

けた9名の方に、本年2月から３月頃にかけて、その

時々の環境を最大限に配慮しながらインタビューを

行いました。お忙しい中、インタビューを受けてくだ

さった方々、また関係者の皆様には多大なるご協力

を賜り、この場を借りて厚くお礼申し上げます。

　インタビューを通じて感じたことは、その活動を開

始するきっかけは特にSDGsを意識したものという

よりは、従来からプロフェッショナル・パートナーとし

ての信念を持って取組を行われてきた経験が、結

果としてSDGsに貢献することに繋がっていること

であり、皆様、希望に満ちた表情で、これからの将

来を熱く語っていたことも印象的でした。これまで

の経験に裏打ちされた現在があり、そして、未来を

切り拓くための努力を現在進行形でなされている

姿に感銘を受けました。

　本特集号をお読みいただいたことで、皆様が持

続可能な社会やSDGsの取組を考えるための、ま

た、さまざまな地域や分野で活躍を目指すきっかけ

になれば、大変嬉しく思います。

　今回の企画では誌面の都合上ご紹介できなか

った方もまだまだおり、SDGsに貢献する公認会計

士は全国各地に大勢おりますので、今後、第２弾、

第３弾と特集を組んでいきたいと考えております。

お知り合いにそのような公認会計士の方がいらっし

ゃれば、ぜひご紹介いただき、取材させていただき

たいと思います。特別委員会では、協会及び公認

会計士が目指すべき姿等を取りまとめた中間報告

や本特集号を基に、内外のさまざまな方 と々の対話

を深め、さらに方向性や具体的な取組を明確にし、

目指すべき姿に近づけるよう施策を検討・実施して

まいりたいと思いますので、引き続きのご支援をよろ

しくお願いいたします。
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